
１　実績報告　　取組の方向に沿った事業への取組状況の報告 ２　今後の課題 及び 次年度の方向性・目標

通番

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 ― ― ― ― ―

実績値 18.5 23.9 未実施 20.9 23.7

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

通し番号 1

目　標

今後の課題担
当
課

事業
番号

自らの希望するバランスで仕事と生活の調和が図れるよう、多様で柔軟な働き方について
の情報提供を行うなど、ワーク・ライフ・バランスの啓発を進めます。

1

生活文化課

【令和４年度事業】

1　ワーク・ライフ・バランスに関する啓発
2　両立支援制度や育児休業・育児時間及び介護・看護休業制度の周知と取得に向けた啓発

担当課

通し番号

1

生
活
文
化
課

担
当
課

取組状況 担当課評価

・６月１５日号広報紙の一面に「男女共同参画週間」の記事を掲載した。その中
で、「子育て期にある男性の家事・育児時間」「家事・育児の分担」についても情
報提供し、家族でワーク・ライフ・バランスについて考える機会を与えることができ
た。
・令和４年１０月にスタートした「産後パパ育休」を市民に周知するため、１０月１
日号広報紙、市ＨＰ、市ＳＮＳを活用し情報提供した。
・出産を控えた夫婦を対象に、男女平等推進センター主催講座「プレパパ＆プレ
ママ向け『幸福度ＵＰ！チームわが家で考える育休取得』」を開催した。育児・介
護休業法改正や「産後パパ育休」の周知に努めるとともに、男女共同参画や
ワーク・ライフ・バランスについての認識を深め、働き方や暮らし方について夫婦
で具体的に考えてもらった。
・男女平等推進センター主催「シネマｄｅおしゃべり」では、妻が仕事復帰したこと
で育児に奮闘することになった父親を描いた『ダブルシフト　パパの子育て奮闘
記』を上映し、父親の家事・育児の促進やワーク・ライフ・バランスについての理
解を深めてもらった。
・東京都労働相談情報センターとの共催事業「多様な働き方セミナー『パートタイ
マーの日頃の疑問に答えます！～法律から労働保険・社会保険、税金まで～』」
を開催し、主にパートタイマーとして働く方に各種法制度の周知、働き方改革の
動向などを解説した。また、シニア世代に特化した「７０歳まで働くために知って
おきたい高齢者雇用をめぐる法律知識」も共催で開催した。

Ａ

令和４年１０月にスター
トした「産後パパ育休」
に合わせ、映画上映と
講座の開催、市広報等
により、ワーク・ライフ・
バランスに関する啓発
や制度の周知を行うこ
とができた。また、外部
の専門機関との共催事
業により、多様な働き方
に関する講座を開催す
ることができた。

1
2

施　策
事業

（説明）

取組の方向 1

ワーク・ライフ・バランスへの理解促進

Ⅰ 働くための環境整備とワーク・ライフ・バランスの推進

ワーク・ライフ・バランスの正しい理解促進に向けた啓発、情報提供

次年度の方向性・目標

―

今年度は、制度の改正時期に合わせ、市民への周
知や講座の開催を実施することができた。今後につ
いても、市民に関わる制度等の周知や啓発を適切
な時期に行う必要がある。

引き続き、ワーク・ライフ・バランス、両立支援制度
や育児休業・育児時間及び介護・看護休業制度の
周知と取得に向けた啓発・情報提供について、必
要な人に確実に届けられるよう取り組みを進める。

1

生
活
文
化
課

20.9

30数値の指標
【参考】（施策成果アンケート）「ワーク・ライ
フ・バランス」という言葉を「内容もよく知って
いる」と回答した人の割合（%）【参考値】2

9



１　実績報告　　取組の方向に沿った事業への取組状況の報告 ２　今後の課題 及び 次年度の方向性・目標

通番

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 3 3 3 3

実績値 2 2 1 2 2

目標値 30 15 15 15

実績値 15 15 8 20 14

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 4 4 4 4 4

実績値 4 4 2 2 2

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

通し番号 2,3 【令和４年度事業】

目　標 Ⅰ 働くための環境整備とワーク・ライフ・バランスの推進

事業

3　関係法令、各種制度の周知と啓発
4　労働環境の改善に向けた市内事業所への情報提供と啓発及び課題解決

施　策 2 市内事業所の働き方改革とワーク・ライフ・バランスヘの取組推進
5　市内事業所における実践的取り組みの好事例の周知
6　ワーク・ライフ・バランスの推進活動への支援に関する情報提供

取組の方向 1 市内事業所に向けた講座開催や好事例、助成制度などに関する情報提供

事業者に対し、育児・介護休業法などの男女の働き方に関する法制度や各種ハラスメント防
止の周知、働きやすい職場環境の整備の重要性についての啓発やワーク・ライフ・バランス
の推進の好事例の紹介など、さまざまな機会を通じて情報提供を行います。 担当課

産業政策課 生活文化課

担当課評価 今後の課題 次年度の方向性・目標担
当
課

事業
番号

担
当
課

・国や東京都が実施する事業についての周知のほか、労働環境や法律・
制度、ワーク・ライフ・バランス等のチラシやリーフレットを窓口にて配置し
た。
・ハローワークや東京しごとセンター多摩と共同で行う就職面接会などの
多くの事業者が集まる機会に、法制度や働き方等に係る様々な資料を
配布し、情報提供を行った。

（説明）

2

産
業
政
策
課

3
4
6

通し番号

取組状況

3

生
活
文
化
課

3
4
5
6

Ｃ

・市ＨＰに令和４年１０月にスタートした「産後パパ育休」について掲載し、
市民、市内事業所に向け、情報提供をした。
・厚生労働省、東京都産業労働局、生活文化スポーツ局等が開催する
働き方改革、ワーク・ライフ・バランス、女性活躍推進等に関するセミナー
のチラシを男女平等推進センターの情報コーナーに配架し、情報提供を
行った。
・送付されるチラシ等の中に事業所向けのものがあった場合には、生活
文化課、産業政策課相互で適宜情報提供を行った。
・公益財団法人東京しごと財団の担当者と情報交換を行い、中小企業等
向けの支援について直接話を聞くことができた。繋がりができたことに伴
い、今後、チラシやパンフレットによる情報提供をしてもらうことになった。
・東京都労働相談情報センターとの共催事業を令和元年までは年４回実
施していたが、新型コロナウイルス感染症感染拡大防止のため、令和２
年度以降は年２回の実施となっている。

市内事業所への情報提
供・啓発、課題解決、実
践的取り組みの好事例
の周知等について、市
内事業所に対し直接情
報提供、啓発する機会
が得られなかった。

コロナ禍ではあったが、
就職面接会を開催し情
報提供することができ
た。

B

30数値の指標

今年度と同様に、チラシによる周知と共に様々な機
関と連携し、情報提供に努める。

多くの事業者が集まるその他の機会を活用し、更な
る情報提供に努めること。

4
情報提供回数

情報提供企業

引き続き専門機関と連携して取り組むとともに、市
内事業所向けの出前講座が実施できるよう、産業
政策課経由で案内を送付するなど、積極的な取り
組みを行う。

生活文化課として市内事業所との繋がりがなく、ま
た、市内事業所が一堂に会するような場もないとい
うことで、直接、周知や啓発、情報提供ができてい
ないことが課題である。

2

産
業
政
策
課

3

生
活
文
化
課

数値の指標

労働関連講座開催数

30

4

4

3

25

41

3
0



１　実績報告　　取組の方向に沿った事業への取組状況の報告 ２　今後の課題 及び 次年度の方向性・目標

通番

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 未設定 1 2 2 2

実績値 0 0 0 0 0

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

4

公共事業調達時のイン
センティブ付与について
は、担当課長と調整を
し、契約担当課も関わっ
ていくべき課題であると
いう認識を持ってもらう
ことができた。

生
活
文
化
課

公共事業調達時のインセンティブ付与について、契
約担当課も関わっていくべき課題であるという認識
を持ってもらうことができたため、今後は担当課と協
力して検討していく必要がある。

C

ワーク・ライフ・バランス推進事業所や国
の認定制度に関する情報発信回数

数値の指標

通し番号 4 【令和４年度事業】

目　標 Ⅰ 働くための環境整備とワーク・ライフ・バランスの推進

事業

7　公共事業調達時のインセンティブ付与に向けての検討

施　策 2 市内事業所の働き方改革とワーク・ライフ・バランスヘの取組推進

取組の方向 2 公共調達時におけるインセンティブ付与の検討

次年度の方向性・目標担
当
課

事業
番号

担
当
課

市内のワーク・ライフ・バランスを推し進めるため、公共調達時における男女共同参画への
取り組みについて一定の加点評価を与える制度などを検討します。

担当課
生活文化課

（説明）

4

生
活
文
化
課

7

・公共事業調達時のインセンティブ付与については、他市の取組につい
て情報提供するとともに、導入の検討に向けて契約担当課長と調整を行
い、契約担当課が担当するべき課題との認識を持ってもらうことができ
た。

通し番号

取組状況 担当課評価 今後の課題

30

引き続き他市の取り組みを参考にしながら、契約担
当課と協力し、制度について検討していく。

1

03
1



１　実績報告　　取組の方向に沿った事業への取組状況の報告 ２　今後の課題 及び 次年度の方向性・目標

通番

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 未設定 1 1 1 1

実績値 1 1 0 0 0

目標値 ― ― ― ― ―

実績値 59.6 60.9 未実施 53.3 58.0

目標値 未設定 56 60 63 66

実績値 49.9 37.7 未実施 47.0 57.9

目標値 未設定 60 64 67 70

実績値 54.2 40.8 未実施 46.9 55.2

目標値

実績値

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 3 7 8 9 10

実績値 1 4 3 0 2

目標値 ― 50 50 50 50

実績値 21.5 20 32 21 28

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

・男女共同参画週間に合わせ、６月１５日号広報紙１面において、「夫婦で納
得！『家事・育児シェア』見える化シート」（福井市女性活躍推進課作成）を用い
て、家事・育児のシェアに関して啓発を行った。また同時に市ＨＰや市ＳＮＳにお
いても周知した。
・令和４年度男女共同参画週間キャッチフレーズ「『あなたらしい』を築く、『あたら
しい』社会へ」を踏まえ、男女共同参画週間中に「子育て期にある男性の家事・
育児参加」促進をテーマに市役所１階でパネル展示を実施した。内閣府や市の
アンケート調査結果、データを活用し、視覚的な分かりやすさへの工夫も行っ
た。
・令和４年１０月にスタートした産後パパ育休制度導入に合わせ、固定的性別役
割意識を解消し、働き方や男性の家事育児への参画について考えるきっかけと
なるように、「シネマdeおしゃべり『ダブルシフト』」や「チームわが家で考える育休
取得」等の男女平等推進センター主催講座を開催した。
・「アンコンシャス・バイアス」や「固定的性別役割意識」などについて学び、自分
らしく生きていくことについて考える「中学生と考える『男らしさ』、『女らしさ』、
『ジェンダー』って？」を自由学園多様性ゼミと共催で開催した。
【参加者データ】
①シネマdeおしゃべり『ダブルシフト』：１１名（女性８名、男性３名）
②チームわが家で考える育休取得：３名（女性１名、男性２名）
③中学生と考える『男らしさ』、『女らしさ』、『ジェンダー』って？：
　 ２７名（女性２１名、男性６名）

【参考】（施策成果アンケート）性別によって役割や
向き不向きを決める考え方に反対またはどちらかと
いうと反対と考える人の割合（％）

上記数値（男性の回答）（%）

主な対象を男性としてワーク・ライフ・バランスや固
定的性別役割意識解消について講座を行うと集客
面が厳しい。夫婦、パートナーと一緒に考える機
会、若年層が中心となって考える機会を作ったとこ
ろ、一定数の男性の参加が見られたため、この傾
向をいかに保っていくかが課題である。

生
活
文
化
課

上記数値（65歳以上の回答）（%）

5

担当課

―

産後パパ育休制度導入
に合わせ、固定的性別
役割意識や男性の家事
育児参画に関する事業
を様々な手法で開催す
ることができた。
特に自由学園多様性ゼ
ミとの共催講座では、若
年層男性の参加も見ら
れた。

未設定

60.9

未設定

53.6

令和５年度は亜細亜大学での講義の予定もあるた
め、このような若年層と接する機会の獲得に注力し
たい。また、アンコンシャス・バイアスへの気づきな
ど、子育て中の世代やそれに関わる周囲の人たち
に向けた講座等を企画している。

未設定

0

Ａ

主な対象を男性とした講座の開催数

数値の指標 30

56.3

3 男性やシニアの家庭生活や地域活動への参画促進

通し番号 5,6 【令和４年度事業】

目　標 Ⅰ 働くための環境整備とワーク・ライフ・バランスの推進

事業

8　男女が共に自立した生活を送るための情報提供及び学習機会の提供

施　策

取組の方向 1 固定的な性別役割分担意識解消への啓発

（説明）
生活文化課 生涯学習課

今後の課題 次年度の方向性・目標担
当
課

事業
番号

担
当
課

男性が男女共同参画やワーク・ライフ・バランスについての認識を深め、働き方や暮らし方
について考えるきっかけとなるよう、さまざまな機会を用いて啓発を行います。

6

生
涯
学
習
課

8

5

生
活
文
化
課

8

・子育ての不安・悩みを解消するための家庭教育講座を開催した。
　①保育付き家庭教育講座「ヨガとマインドフルネス」
　②保育付き家庭教育講座「初めて学ぶ　パーソナルカラー」
　③保育付き家庭教育講座「しつけ～ほめることから始めよう」
　④保育付き家庭教育講座「ママのためのいきいきライフキャリア」
・親子がともに学習する機会として、生涯学習センターで親子参加型講
座を開催した。
　①ヘビのぬけがらバッジづくり
　②葉っぱで遊ぼう！
　③おとなもこどもも♪三原色粘土でクリスマスケーキをつくろう
　④親子で冬の星空を楽しもう！

通し番号

取組状況 担当課評価

B

親が家庭教育について
学ぶ環境を提供できて
いる。また、小学生に
なってからは、休日に親
子で参加でき、子どもが
興味を持ちやすい参加
型の講座が展開できて
いる。子どもの成長段
階ごとに性別によらず、
子育てに参加できる生
涯学習環境が提供され
ている。

生
涯
学
習
課

家庭教育講座男性参加者数

5

生涯学習センター（親子向け事業）男性
参加率（目標５０%）

数値の指標 30

固定的性別役割分担意識やワーク・ライフ・バラン
スが見直される必要がある。子育ての悩みを相談し
たり、親子がともに学習をする機会が必要である。
また、男女平等の視点を正しく取り入れていくため
に、生活文化課との庁内連携や生涯学習センター
及び男女平等推進センターとの連携も重要である。

生涯学習センター、生活文化課及び男女平等推進
センターとも連携しながら、育休期間や休祝日に講
座を開催し、育児に関する悩みの共有や解消、子
どもとともに学習する環境を整えていく。

50

34

5

5

3
2



１　実績報告　　取組の方向に沿った事業への取組状況の報告 ２　今後の課題 及び 次年度の方向性・目標

通番

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 2 1 1 1 1

実績値 1 2 0 3 3

目標値 ― ― ― ― ―

実績値 6 21 ― 86 38

目標値 未設定 2 2 2 2

実績値 未設定 2 2 3 6

目標値

実績値

目標値

実績値

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

1

・男女共同参画週間に合わせ、６月１５日号広報紙１面において、「夫婦で納得！『家
事・育児シェア』見える化シート」（福井市女性活躍推進課作成）を用いて、家事・育児
のシャアに関して啓発を行った。また同時に市ＨＰや市ＳＮＳにおいても周知した。
・令和４年度男女共同参画週間キャッチフレーズ「『あなたらしい』を築く、『あたらし
い』社会へ」を踏まえ、男女共同参画週間中に「子育て期にある男性の家事・育児参
加」促進をテーマに市役所１階でパネル展示を実施した。内閣府や市のアンケート調
査結果、データを活用し、視覚的な分かりやすさへの工夫も行った。
・小学生の親子を対象に、男女平等推進センター主催講座「絵本で元気に♪自分ら
しく♪」を夏休みに実施した。参加者の中には父親の姿も見られた。「絵本」を媒介と
して、親子で男女共同参画、ジェンダー平等を身近なテーマと捉える機会となった。
・令和４年１０月にスタートした産後パパ育休に合わせ、男女平等推進センター主催
「シネマdeおしゃべり『ダブルシフト』」、「チームわが家で考える育休取得」を実施し
た。育児・介護休業法改正や「産後パパ育休」の周知に努めるとともに、男女共同参
画やワーク・ライフ・バランス、男性の家事・育児についての認識を深め、働き方や暮
らし方について考えてもらう機会とした。
・産後パパ育休制度の導入に合わせ、市ＨＰや市ＳＮＳで市内事業所や労働者向け
に制度の周知を行った。
・東京都主催の「性別による『無意識の思い込み』に関するエピソード募集」や「『無意
識の思い込み』動画コンテスト募集」の広報協力を行い、市ＨＰやＳＮＳで周知した。

Ａ

9

男女共同参画週間や産
後パパ育休制度のス
タートに合わせ、男性の
家事・育児参加促進に
関する取り組みを行うこ
とができた。また、広報
紙の１面をはじめ、様々
な媒体を使って、男性
やシニアにも男女共同
参画について考えても
らう機会を提供すること
ができた。

男性の育児、介護、地域活動への
参画促進に係る情報発信の回数

男女平等推進センター主催事業を実施する際には、子育
て世代が参加しやすいよう保育を付けたり、土日開催に
するなどの工夫をしている。今年度については、子育て世
代の多い地域での事業開催も試みた。従来の広報に加
え、プレスリリースや母子手帳を配付する際にチラシを同
封するなどもしてみたが、子育て世代の参加が少なかっ
たため、今後もさらに工夫していく必要がある。

生
活
文
化
課

上記講座への参加者数
【参考値】

数値の指標

男性の育児、介護、地域活動への
参画促進に係る講座の開催数

・介護予防事業の卒業者や地域包括支援センターに相談のあった市民
に対して、生活支援体制整備事業を活用し、社会資源や通いの場への
紹介を行った。また、高齢者本人の個別性を考慮し、経験や知識を活か
せる活動を紹介できるよう工夫している。
・コロナ禍で、自主グループの休止や解散もあったが、生活支援体制整
備事業を活用し、地域活動への参加や人材発掘へとつながっている。
・新たに作成した「介護予防ご当地体操『わくわくすこやか体操』」の動画
の活用により、個人での介護予防の取り組みや公共施設等での介護予
防の取り組みの推進が図られた。男女問わず新たな高齢者の地域活動
につながった。
・高齢者が地域活動へ参加でき、生きがいを持って生活できるよう、継続
した取り組みを行っている。
・シニアクラブ連合会をはじめ、地域の関係団体へ「社会参加」の大切さ
について、普及・啓発を行い、新しいメンバーの受け入れに理解を得られ
るようにしている。
・男性に特化した自主グループの立ち上げを支援し、新たな層への啓発
へとつながっている。

8
男性の場合、定年後に初めて地域とのつながりを
持つことも多く、地域活動への参加に躊躇されるこ
とや自主グループ化が難しい場合がある。

介
護
福
祉
課

地域活動へ参加するこ
とで、介護予防につな
がり、一定の効果を得
ている。 数値の指標

【令和４年度事業】

目　標 Ⅰ

生涯学習課

働くための環境整備とワーク・ライフ・バランスの推進

事業

9　シニアの経験と知識を活かす活動の推進

介護福祉課 子育て支援課

通し番号 7-10

男性やシニアが参加しやすい環境作り

10　男性の家事・育児・介護等への参加促進

取組の方向 2

施　策 3 男性やシニアの家庭生活や地域活動への参画促進

（説明）

7

生
活
文
化
課

10

担当課評価 今後の課題担
当
課

男性やシニアが育児や介護、地域活動に参画しやすい環境づくりを進めます。

担
当
課

担当課
生活文化課

1

―

―

1

30

0

事業の周知に投入できるリソースにも限界があるた
め、複数年度に渡り活用できる国や東京都の補助
金等の獲得も視野に入れ、より魅力的な事業を模
索していきたい。
夏休みの親子向け事業については、父親の参加も
見られたため、引き続き取り組みを進めたい。

次年度の方向性・目標

通し番号

取組状況事業
番号

8

9

介
護
福
祉
課

男女問わず「社会参加」は介護予防にもつながるた
め、重要である。講演会や介護予防事業を通じて、
高齢者に早期から地域活動への参加等を促すとと
もに、「社会参加」の大切さについて、普及・啓発し
ていく。今後も、男性に特化した自主グループを立
ち上げ、男性の積極的な参加を勧奨していく。

30

Ａ

3
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通番

担当課評価 今後の課題担
当
課

担
当
課

次年度の方向性・目標

通し番号

取組状況事業
番号

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 3 7 8 9 10

実績値 1 4 3 0 2

目標値 ― 50 50 50 50

実績値 21.5 20 32 21 28

目標値 25 35 50 50 50

実績値 21.5 34 33.3 33.3 27.2

目標値 ― 50 50 50 50

実績値 ― 55.5 中止 40 62.5

目標値

実績値

10

生
涯
学
習
課

10

子
育
て
支
援
課

10

9
新たに入園した児童の保護者に対しては、これまで
の取り組みを説明し、継続的に実施していく必要が
ある。家庭における父親の役割を伝える機会を設
ける等の工夫が必要である。

保護者会や各行事へ父親が参加しやすくなるよう、
積極的な声掛けを行い、育児への参加促進を図
る。

数値の指標
子
育
て
支
援
課

取り組みにより、保育園
での子どもの様子が伝
わることで、父親の行事
への参加が定着しつつ
ある。父親同士の交流
も深まり、育児への参
加意欲も高まっている
が、育児のことを学べる
機会の創出等、工夫で
きる余地がある。

・父親にも保育園の行事や保育参観に参加してもらえるよう、保育園の
職員から積極的に声をかける等努めている。
・日々の園内の様子を写真やお便りで家庭向けに発信し、子どもが楽し
く過ごしている場面を多く伝え、園内での活動に興味を持ってもらえるよ
う工夫した。
・行事の開催日時を夜間や土曜日に設定することにより、就労中の父親
でも参加しやすくなり、各行事に一定数の父親が参加している。

9

B

・家庭教育に必要な知識の学習のために、保育付きの家庭教育講座を
開催した。
　①「ヨガとマインドフルネス」
　②「初めて学ぶ　パーソナルカラー」
　③「しつけ～ほめることから始めよう」
　④「ママのためのいきいきライフキャリア」
・親子で学習・交流する親子参加型講座を開催した。
　①ヘビのぬけがらバッジづくり
　②葉っぱで遊ぼう！
　③おとなもこどもも♪三原色粘土でクリスマスケーキをつくろう
　④親子で冬の星空を楽しもう！
・地域課題をとらえ学習する機会として、市民大学中期コースを開催し
た。
・防災について学習する機会として防災まちづくり学校を開催した。

9

生
涯
学
習
課

B

家庭教育講座男性参加者数

男性の育児参加や社会参加が課題となっている
中、男性が男女共同参画やワーク・ライフ・バランス
について認識を深め、子育てや地域のことについて
考えるきっかけが必要である。

子育て世代に向けた講
座を実施している。ま
た、市民の自主的な運
営委員会の企画による
市民大学、防災まちづく
りを展開している。これ
らの取り組みは定年後
の男性やシニアが地域
課題を理解し、地域で
の活動に参加し始める
ためのきっかけとなって
いる。

5

5

34

―

―

数値の指標 30

防災まちづくり学校男性参加率
（目標：50％）

生涯学習センター指定管理者事業（親
子向け事業）男性参加率（目標５０%）

50

市民大学男性参加率（目標：
50%）

男女平等推進センターをはじめとする関係機関と連
携しながら、男性が育児や地域について学習する
ことができる生涯学習環境づくりを行う。

34

30

30

3
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１　実績報告　　取組の方向に沿った事業への取組状況の報告 ２　今後の課題 及び 次年度の方向性・目標

通番

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 0 0 0 0 0

実績値 0 0 0 0 0

目標値 150,000 150,000 150,000 150,000 150,000

実績値 153,080 148,598 60,618 74,168 116,723

目標値 360 360 360 360 360

実績値 269 206 0 40 72

目標値 314 700 700 700 700

実績値 718 313 20 198 300

目標値 300 360 360 350 360

実績値 336 301 126 153 354

【令和４年度事業】通し番号 11-14

担当課評価 今後の課題 次年度の方向性・目標担
当
課

14　学童保育及び児童館の充実

取組の方向 1 多様なニーズに対応する保育、教育、子育て環境の整備

（説明）

目　標 Ⅰ 働くための環境整備とワーク・ライフ・バランスの推進

事業

11　子育て相談事業のネットワーク化の推進
12　保育・教育基盤の確保

施　策 4 両立支援のための子育て・介護の環境整備

子
育
て
支
援
課

12
13

11

通し番号

取組状況

12

児
童
青
少
年
課

11
13
14

【子育て相談事業のネットワーク化の推進】
要保護児童対策地域協議会の調整機関として、保健・医療・福祉・教育
機関等の他機関と連携し、地域の子育て相談事業の中核機関としてネッ
トワークの推進を図った。
関係機関（ＳＳＷ、教育相談室、主任児童員）と個別に連絡会を実施して
連携強化に努めている。
【学童保育の充実】
令和４年度も所舎と小学校の特別教室等の運用により、待機児童解消
に努めた。
【児童館の充実及び多様な保育・教育の提供】
令和元年度から４児童館全館で指定管理者制度による管理運営が行わ
れている。北部地域の子育て支援機能の充実として、移動児童館、児童
の居場所づくり事業、なかよし広場事業を実施した。

担
当
課

事業
番号

13　多様な保育・教育の提供

担当課
子育て支援課 児童青少年課 健康課
障害福祉課

子育てと仕事の両立を支援するために、待機児童の解消をはじめ、多様なニーズに対応し
た子育て支援サービスの充実を図ります。

・就労のあり方の多様化に伴う多様な子育てニーズに対応し、すべての
子どもに乳幼児期の保育・教育を保障するため、待機児童対策を進める
とともに、保育所、幼稚園など保育・教育基盤の安定的な確保に取り組
んでいる。令和５年４月１日時点の待機児童数は０名であった。
・利用者支援事業の周知を積極的に行い、各種子育て支援事業の案内
を行っている。
・市が関連する子育てイベントのリーフレットを配布する等、園で情報発
信にも努めている。

11
仕事と子育ての両立を支援するために、多様な
ニーズに対応した子育て支援サービスの充実を図
る必要がある。引き続き、保育所、幼稚園など保
育・教育基盤の安定的な確保に取り組む必要があ
る。

B

子
育
て
支
援
課

東久留米市子ども・子
育て支援事業計画に基
づき、量の見込みに応
じた確保方策に取り組
み、待機児童数は減少
した。

数値の指標

ニーズ調査による量の見込みに対応した幼児期の
教育・保育の提供体制を確保しながら、待機児童
の解消に向けて、多様なニーズと保育施設等の
マッチングのために、利用者からのヒアリング及び
アウトリーチ等を実施し、利用者・保護者に寄り添っ
た支援を行っていく。

30

A

移動児童館参加者数
（単位：人）

数値の指標

340

353

700

0

0

360

267

476

150000

158879

11

児童の居場所づくり事業参加者
数（単位：人）

30

なかよし広場事業参加者数
（単位：人）

児
童
青
少
年
課

【学童保育の充実】
所舎と小学校の特別教室
等の運用により、令和５年
３月末時点で待機児童は
生じていない。
【児童館の充実及び多様
な保育・教育の提供】
イベントの定員を設けるな
ど、新型コロナウイルス感
染症拡大防止を図りつ
つ、児童館事業を実施して
きた。令和３年度と比べる
と利用者数等は増加して
おり、令和元年度以前の
利用者数の水準に戻りつ
つある。

学童保育所待機児童数
（単位：人）（３月末時点）

児童館利用者数（単位：人）

【子育て相談事業のネットワーク化の推進】現在の連携体制の
継続実施。
【学童保育所の充実】年度当初は、毎年受け入れ可能児童数を
申請児童数が上回り、待機児童が生じている。
【多様な保育・教育の提供】北部地域の子育て支援機能の充実
に関して、令和４年度はコロナ禍において事業を実施し、各事
業の参加者は、同じくコロナ禍であった令和３年度より増加し
た。
 

【子育て相談事業のネットワーク化の推進】要保護児童対策地
域協議会において、関係機関との連携を密にしていく。
【学童保育の充実】第２期東久留米市子ども・子育て支援事業
計画に基づき、学童保育の充実を行う。また、所舎と小学校の
特別教室等の運用により、待機児童解消に努める。
【多様な保育・教育の提供】北部地域の子育て支援機能の充実
として、３事業について事業の周知に努める。
 
 

3
5



通番

担当課評価 今後の課題 次年度の方向性・目標担
当
課

通し番号

取組状況担
当
課

事業
番号

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 増加 増加 増加 増加 増加

実績値 3,011 4,212 4,422 4,582 4,691

目標値 増加 増加 増加 増加 増加

実績値 758 406 774 779 580

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 4,800 4,900 3,500 3,500 4,000

実績値 5,126 3,493 3,725 4,759 4,343

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

14

障
害
福
祉
課

13

健
康
課

11

13

・近年、民間事業所が新規開設され、福祉サービス利用が増えたことに
伴い、令和４年度も児童発達支援センターわかくさ学園は障害児福祉
サービス利用にかかわる計画相談件数の増加等、相談支援事業所とし
ての役割が拡大している。実績値では減少しているが、軽微な相談ケー
スが減少し、多問題、困難ケースの増加がみられる。
・わかくさ学園では東久留米市障害児福祉の基幹センターとして、わかく
さ学園園児、家庭のみならず、市内民間児童発達支援事業所、民間放
課後デイサービス事業所とも定期的に連絡会や連携会議を設け、市内
全体の福祉向上に努める。
・保育園、幼稚園等に向けても巡回相談事業及び保育所等訪問支援事
業を行っており、障害児及び発達の遅れのみられる児童、子育てに関す
る相談支援体制を強化し、子育ての支援、地域支援につなげている。
・わかくさ学園では長年医療的ケア児の受け入れも行ってきており、施設
では高齢者施設等と同様ハイリスク施設としてコロナ禍で位置付けられ
ているが、必要な事業等では感染防止に最大限配慮しつつ継続し、通常
を取り戻すことを模索してきた。父母会、保護者会、保護者参加行事も進
め、母のみならず、父も積極的に参加をしている。

増加

30

コロナ禍の制限を撤廃した後の健診、各種相談事
業体制整備を行う。13

B

・全体の相談件数は年々増加傾向にある。相談者は妊婦や子育て中の
母親が大半を占めるが、国をあげての父親の育休取得へ向けての取り
組みや、コロナ禍での在宅勤務により、父親が乳幼児健診等に来所する
機会も増えている。父親の育児参加が、母親の早期復職に繋がる要因
の一つと考えられ、健診や育児相談等を通してより一層の父親の育児参
加を促していく。
・各関係機関と連携し、相談者のニーズに応じた窓口の紹介や、個別支
援の多職種連携を行っている。庁内においても、子ども家庭支援セン
ターやわかくさ学園と定期的に連絡会を開催し、連携・支援強化を図っ
た。
・妊婦全数面接においてオンライン面談を実施しているが、年々ニーズ
が高まっている。その他にも、次年度に向けての子育てアプリ構築や各
種育児教室のオンライン予約等、市民ニーズに応じてオンライン化の促
進を行っている。

より多くの妊産婦・子育
て世帯が相談に繋がる
よう、国の交付金事業も
活用しながら相談体制
の強化に努めている。

健
康
課

・こども家庭センター設立に伴い、組織体制や担当
事業の変更が生じる可能性がある。
・母子保健と児童福祉との連携強化において、役割
分担や相談体制の見直しが求められる。

数値の指標

他機関との連携回数
（会議含む）

相談件数（電話・面接・訪問等）

増加

582

3,604

A

医療的ケア児を含む市内
の障害児及び発達の遅れ
のみられる児童、子育て
に関する相談支援体制が
確立しており、コロナ感染
防止に配慮しつつ、最大
限、効率的効果的に相談
支援を行ってきている。
数値の減少については令
和３年度の新型コロナウイ
ルス感染症の影響下で頻
回な電話連絡相談があっ
たため、一時的な増加が
考えられる。年間１００件
以上純増しているとみられ
る。

障
害
福
祉
課

数値の指標

・新型コロナウイルス感染症の取り扱いの変化に伴
い、行えなかった地域支援の取り組みを広げていく
こと。
・相談件数の増加に対応する人員配置・整備。

13

相談支援件数

30

・民間障害児福祉サービス事業所の利用に係る計
画相談について相談支援専門員の体制整備。
・困難ケース等に対応する関係機関との連携強
化。

4,800

4,850

3
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１　実績報告　　取組の方向に沿った事業への取組状況の報告 ２　今後の課題 及び 次年度の方向性・目標

通番

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

取組の方向 2

介
護
福
祉
課

15
16
17
18

担
当
課

地域包括支援センターについては、「地域共生社会」の概念が
国から示されたことを含め、団塊の世代が７５歳以上となる令
和７年を見据えて、より一層の機能・体制の充実に向けて検討
を行っていく。第８期高齢者福祉計画・介護保険事業計画にお
いて、介護と医療の連携による在宅生活の継続や家族介護者
の負担を軽減するサービスの充実、家族介護者へ介護離職防
止に向けた相談・啓発を継続実施する。また、認知症独居高齢
者等の権利擁護の推進や看取りなどの視点も入れた方策を検
討する。

30

事業
番号

15 15

担
当
課

今後の課題 次年度の方向性・目標取組状況 担当課評価

通し番号

通し番号 15 【令和４年度事業】

18　在宅サービスの充実

目　標 Ⅰ 働くための環境整備とワーク・ライフ・バランスの推進

事業

15　地域包括支援センターの充実
16　要介護者の家族への支援

施　策 4 両立支援のための子育て・介護の環境整備
17　介護保険制度の普及と啓発

（説明）
担当課

介護福祉課
男女がともに、高齢者や障害者等の介護における役割を担っていけるよう、介護を支える
サービスの充実、サービス利用に関する情報提供に努めます。

介護支援の充実

・介護支援の充実の全般に関して、令和４年度は、第８期市高齢者福祉計
画・介護保険事業計画（令和３年度～令和５年度）に沿って事業を実施し
た。
・市内３カ所の地域包括支援センターにおいて、高齢者に関する福祉・医療
に関する総合相談窓口として対応を行った。医療機関やケアマネジャーから
の相談にも応じ関係機関との連携により、相談体制の充実を図った。地域
包括支援センターの更なる周知のため、新たにポスターを作成し、公共施設
等に掲示した。令和４年東久留米市高齢者アンケートでは、「地域包括支援
センターを知っていますか」との問いに「知っている」と回答した割合が４１.
７％であった。
・高齢者のみまもりの必要性を周知するために広報タブロイド紙の作成及び
全戸配布を行った。
・介護の負担として、認知症介護があげられる。認知症家族会（地域包括支
援センターに委託実施）では、同じ境遇、経験を持つ介護者同士で交流し、
互いの経験から悩みの解決策を得る場として、また、地域包括支援センター
職員へ相談・支援を受けられる場として、役割は大きい。加えて、認知症初
期集中支援チーム事業の活用により、適切な医療や介護につなげる支援を
行った。
・介護保険サービス事業者協議会や運営推進会議（３５事業所）などを通じ
て、定期的に制度の普及啓発活動を実施した。また、市ＨＰによる周知を
行った。

Ａ

介
護
福
祉
課

数値の指標

第８期高齢者福祉計
画・介護保険事業計画
及び地域包括支援セン
ター事業計画に基づき
事業を行った。事業の
進捗管理及び評価を行
うことで、課題を把握
し、適切に事業を実施し
た。

高齢者のみ世帯や単独世帯も増加しているため、認知症
等による権利擁護の課題が深刻化している。地域包括支
援センター、介護事業所等の専門職からの支援だけでな
く、民生委員や自治会組織をはじめとする、地域住民によ
る見守りや問題の早期発見により、成年後見制度等に適
切につなげる必要がある。また、見守りの必要性を感じて
いない高齢者に対する啓発活動が必要である。

3
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１　実績報告　　取組の方向に沿った事業への取組状況の報告 ２　今後の課題 及び 次年度の方向性・目標

通番

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 ― 3 3 3 3

実績値 2 2 1 2 2

目標値 ― 30 15 15 15

実績値 15 15 8 20 14

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 ― ― ― ― ― ― 2

実績値 ― 0 0 2 2

目標値 ― ― ― ― ― ― 10

実績値 0 2 2 10 2

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

0

数値の指標

事業所向け出前講座は小規模事業所向けに保育
園、図書館指定管理者などに行ってきた。男女平等
推進センターとしては、事業所との唯一のパイプで
あるため、間口を広げて行く必要がある。

0
事業所に対する出前講座開催
数

事業所とのパイプ作りという点では、しごとセンター
多摩との共催事業の中で地元企業を巻き込んで行
うものもあり、そのような案件の獲得も狙って行きた
い。

事業所に向けたＳＮＳ発信回数

30

市内事業所及び市役所における女性活躍推進への取り組み促進

通し番号 16,17 【令和４年度事業】

目　標 Ⅱ 職業生活における女性の活躍推進

事業

19　女性活躍推進に向けた情報提供

施　策

取組の方向 1 女性活躍推進にかかる意識啓発や情報提供

1

次年度の方向性・目標担
当
課

事業
番号

担
当
課

女性活躍推進法の普及啓発を図るため、広報誌等で情報提供を行います。事業主行動計
画の対象とならない従業員３００人以下の市内事業者に対しても情報提供を行います。

担当課
産業政策課 生活文化課

情報提供企業

（説明）

担当課評価 今後の課題

16

通し番号

今年度と同様に、チラシによる周知と共に様々な機
関と連携し、情報提供に努める。

多くの事業者が集まるその他の機会を活用し、更な
る情報提供に努めること。

・令和４年１０月にスタートした産後パパ育休について、事業所への対応
が必要となることから、専門機関のサイトなどを引用して、広報紙、市Ｈ
Ｐ、ＳＮＳを利用して関連情報の周知を行った。
・市内事業所向けの出前講座については、学童保育所と保育園から要
望があり、２講座実施することができた。講座内容とは別に３次プランや
女性活躍推進に関する情報提供も行った。
・（公財）東京しごと財団担当者の訪問を受け、女性活躍推進に関する事
業者向け情報に関して情報交換を行った。今後男女平等推進センター
において、「人材確保」、「職場環境整備」に関する企業向け支援情報の
周知に協力することで合意し、ホームページのリンクやチラシ・リーフレッ
ト等の配布を行った。
・東京都女性活躍推進事業　Facebook Japanオフィスツアー参加者募集
広報に協力。ホームページやSNSで東京都の広報活動に協力した。

B

取組状況

17

生
活
文
化
課

19

・国や東京都が実施する事業については、生活文化課と情報交換を密
にしながら周知に努めたほか、労働環境や法律・制度、ワーク・ライフ・バ
ランス等のチラシやリーフレットを窓口にて配置した。
・ハローワークや東京しごとセンター多摩と共同で行う就職面接会などの
多くの事業者が集まる機会に、法制度や働き方等に係る様々な資料を
配布し、情報提供を行った。 コロナ禍ではあったが、

就職面接会を開催し情
報提供することができ
た。

産
業
政
策
課

19
4

生
活
文
化
課

17

16

B

産後パパ育休制度導入
の周知を行ったほか、
新たな連携先として（公
財）東京しごと財団との
接点を持つことができ
た。
事業所向け出前講座は
定着しつつあり、一歩前
進しつつある。

産
業
政
策
課

30数値の指標

情報提供回数

25

41

3

3
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１　実績報告　　取組の方向に沿った事業への取組状況の報告 ２　今後の課題 及び 次年度の方向性・目標

通番

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 ― 3 3 3 3

実績値 2 2 1 2 2

目標値 ― 30 15 15 15

実績値 15 15 8 20 14

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 ― ― ― ― 2

実績値 ― 0 0 2 2

目標値 ― ― ― ― ―

実績値 0 2 2 10 2

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

通し番号 18,19 【令和４年度事業】

目　標 Ⅱ 職業生活における女性の活躍推進

事業

再3　関係法令、各種制度の周知と啓発（再掲）
再7　公共事業調達時のインセンティブ付与に向けての検討(再掲)

施　策 1 市内事業所及び市役所における女性活躍推進への取り組み促進
再5　市内事業所における実践的取り組みの好事例の周知（再掲）

取組の方向 2 取組事業所への支援

女性活躍推進法の意義を事業者が理解し、意識改革を図るための講座や事業、女性の積
極的な配置・登用についてのロールモデルの紹介など、女性の活躍を推進する事業所への
支援を充実します。 担当課

産業政策課 生活文化課

4

再 3
再 5
再 7

19

生
活
文
化
課

（説明）

18

産
業
政
策
課

再 3

通し番号

取組状況 担当課評価 今後の課題 次年度の方向性・目標担
当
課

事業
番号

担
当
課

事業所に向けたＳＮＳ発信回数

19

30

―

数値の指標

事業所に対する出前講座開催
数

・市立保育園の保育士及び市立小学校の学童職員向けにそれぞれ出前
講座を実施し、市の男女共同参画の取組や男女平等推進センター等に
ついて周知した。
・厚生労働省や東京都産業労働局、生活文化スポーツ局の女性活躍推
進事業について、市ＳＮＳでの発信や男女平等推進センターにチラシを
配架するなどし情報提供した。
・事業所向けの女性活躍推進に関するチラシ等が送付されてきた場合に
は、生活文化課、産業政策課相互で適宜情報提供を行った。
・公共事業調達時のインセンティブ付与については、他市の取組につい
て情報提供するとともに、導入の検討に向けて契約担当課長と調整を行
い、契約担当課が担当するべき課題との認識を持ってもらうことができ
た。

出前講座の中で女性活
躍についての話をする
ことはできたものの、意
識改革を図るための講
座等の実施には至らな
かった。
公共事業調達時のイン
センティブ付与について
は、担当課長と調整を
し、契約担当課も関わっ
ていくべき課題であると
いう認識を持ってもらう
ことができた点で一歩
前進した。

Ｂ

引き続き市内事業所に向けた情報提供を行うととも
に、出前講座等により直接啓発できる機会を作って
行く。
公共調達におけるインセンティブ付与については、
今後は契約担当課と協力しながら検討していく。

女性活躍推進や市の男女共同参画の取り組みに
ついて、直接、市内事業所向けに周知する方法を
検討する必要がある。
公共調達のインセンティブ付与については、今後、
生活文化課だけでなく、契約担当課と協力しながら
検討を進める必要がある。

―

0

0

生
活
文
化
課

25

41

コロナ禍ではあったが、
就職面接会を開催し情
報提供することができ
た。

情報提供回数

30

今年度と同様に、チラシによる周知と共に様々な機
関と連携し、情報提供に努める。

3

・国や東京都が実施する事業については、生活文化課と情報交換を密
にしながら周知に努めたほか、労働環境や法律・制度、ワーク・ライフ・バ
ランス等のチラシやリーフレットを窓口にて配置した。
・ハローワークや東京しごとセンター多摩と共同で行う就職面接会などの
多くの事業者が集まる機会に、法制度や働き方等に係る様々な資料を
配布し、情報提供を行った。

18

B

産
業
政
策
課

情報提供企業

数値の指標

多くの事業者が集まるその他の機会を活用し、更な
る情報提供に努めること。

3
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１　実績報告　　取組の方向に沿った事業への取組状況の報告 ２　今後の課題 及び 次年度の方向性・目標

通番

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 13 13 13 13 13

実績値 10.6 10.8 8.9 8.7 8.7

目標値 40 40 40 40 40

実績値 29.4 41.5 51.9 45.5 68.0

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 未設定 2 2 2 2

実績値 ― 2 2 4 3

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

22　女性職員の能力活用に関する管理職研修の実施
市内事業所及び市役所における女性活躍推進への取り組み促進

今後の課題 次年度の方向性・目標担当課評価

生活文化課

担
当
課

指導的立場への登用に向けた庁内のキャリア支援を行うとともに、男女平等の視点に立っ
た人材の育成や適正配置を進めます。

担当課
職員課

通し番号 20,21 【令和４年度事業】

目　標 Ⅱ 職業生活における女性の活躍推進

事業

20　職員研修の充実
21　特定事業主行動計画の推進とポジティブ・アクションの推進

施　策

取組の方向 3 市役所における女性管理・監督職への登用促進

23　ハラスメント対策の推進
1

20
21
22
23

（説明）

20

職
員
課

通し番号

取組状況担
当
課

事業
番号

B

・先輩係長よりこれまでの経験について話を聞き自らのキャリアについて
考える「キャリアパス研修」において、女性の係長の事例を用いた。
・現職の課長補佐・係長を対象とした「女性活躍推進研修～誰もが働き
やすい職場環境を考える～」を生活文化課と共催で実施し、なぜ昇格を
望む職員が少ないのか、組織として何を改善すれば昇格を希望する職
員が増えるのかについて、グループワークを通して考え、検討結果の発
表会を行った。なお、発表会には理事者も出席した。
・全職員（管理職必修）を対象とした「男女共同参画研修」を生活文化課
と共同で実施し、男女共同参画をめぐる社会の動向や現状と課題等に
ついて、独立行政法人国立女性教育会館理事長である萩原なつ子氏よ
り講義していただいた。なお、研修には理事者も出席した。
・「ハラスメント防止研修」を管理職・全職員を対象に実施した。
・女性職員の採用割合の引き上げ、管理職の女性割合を向上させるた
め、働き方改革方針による長時間労働縮減により職場環境の改善を図
るなど、各種取り組みを実施した。
・ワーク・ライフ・バランス推進の観点も踏まえ、時差勤務を継続的に実
施し、新たにテレワークも導入した。

40

57.1

管理職の女性割合(%)

女性職員の採用割合(%)

30

21

生
活
文
化
課

21
22

男女共同参画／女性活躍推進に関す
る職員研修

数値の指標

Ａ

理事者に研修に参加して
もらうことにより、市の男女
共同参画や女性活躍推進
の取り組みの前進が期待
できる。また、理事者に研
修生が発表を通して現場
の声を直接伝えることは
今までにない取り組みで
あり、理事者からは本取り
組みの継続と職場環境改
善に向けた意見をいただく
ことができた。
さらに、「ときめき」の中で
近隣市との比較を示したこ
とで、市民にも市の男女共
同参画の厳しい現状を周
知することができた。

・職員課との共催事業である管理職向け男女共同参画研修では、国立
女性教育会館理事長の萩原なつ子氏にご登壇いただき、市長、副市
長、教育長も参加した。他自治体の取り組み事例を交えながら、男女共
同参画推進の必要性、女性活躍推進等について講義していただいた。
・職員課との共催で課長補佐・係長職を対象に「女性活躍推進研修」を
開催し、誰もが働きやすい職場環境について、グループワークを通じて
検討した。また、最終日には、市長・副市長に向け、検討内容について
のプレゼンテーションを実施した。
・職員課主催「新任職員フォロ－研修」において、男女共同参画、特定事
業主行動計画、女性活躍推進の意義等について、男女共同参画係長、
男女平等推進センターコーディネーターが約２時間講義した。
・男女共同参画情報誌「ときめき」６９号で近隣５市の男女共同参画の取
り組みについて特集を組んだ。市職員全員にメールで送付し、市の女性
管理職、女性係長職の割合等の現状を周知するとともに、職員一人ひと
りに考えてもらう機会を提供した。

2
生
活
文
化
課

21
これまで実施していた研修については、内容をブ
ラッシュアップし、継続して行っていきたい。男女共
同参画の理解促進、女性活躍推進のためには、男
性の意識改革や女性自身のアンコンシャス・バイア
スの解消も同時に行っていく必要があるため、その
ような視点も持ちながら、研修テーマや内容の検討
をしていきたい。

2

研修や「ときめき」において、これまでよりも一歩前
進した内容で取り組みを行うことができた。特に「女
性活躍推進研修」は、理事者からも対象やテーマを
変えて、今後も継続して実施してほしい旨の意見を
いただているため、内容をさらにブラッシュアップし
ていく必要がある。

30

女性活躍推進研修、男
女共同参画研修等の職
員の意識を醸成するた
めの研修を行った。
時差勤務の継続、テレ
ワーク導入等の環境整
備を行った。
課長試験・係長試験の
女性受験者が少ない。

課長試験・係長試験の女性受験者が少ない。

職
員
課

研修については、取り組みを継続し、女性の管理
職・係長職への昇任を含めた女性のキャリアにつ
いての意識を醸成していく。
女性が働きやすい職場となるよう、時差勤務及びテ
レワークの継続等の環境整備に努める。

20

10.8

13

数値の指標

4
0



１　実績報告　　取組の方向に沿った事業への取組状況の報告 ２　今後の課題 及び 次年度の方向性・目標

通番

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 ― 4 4 4 4

実績値 ― 4 2 2 2

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

就労に関する各種支援制度等については、事業所
には情報が届いているものの、それを利用する立
場の労働者まで届いていないケースがあるというこ
とが市に寄せられる問い合わせなどから分かり、今
後の課題と捉えている。

東京都労働相談情報セ
ンターとの共催講座に
加え、産後パパ育休制
度の導入に合わせて情
報提供や男女平等推進
センター主催講座やシ
ネマ上映など多角的に
事業を展開できた。
また、ひきこもり等生き
づらさを抱えながら就労
や就労継続を目指す女
性の居場所事業につい
ても、年間事業として引
き続き実施した。

男女平等推進センターとしては、専門機関と連携し
ながら自分ごととして各種制度の理解が進むよう、
講座等の事業に取り入れて行く必要がある。また、
就労継続に困難を抱える女性に対しても、同様に
つながるカフェ等の事業で配慮していきたい。

A

生
活
文
化
課

22

―

―

30数値の指標

通し番号 22 【令和４年度事業】

目　標 Ⅱ 職業生活における女性の活躍推進

事業

24　女性の就労継続とキャリア形成への支援

施　策 2 女性の就労継続とキャリア形成への支援

取組の方向 1 就労継続とキャリア形成に向けた意識啓発

担
当
課

担当課評価 今後の課題 次年度の方向性・目標

（説明）
女性が就労を継続していくことができるよう、ライフステージに応じた支援等の情報提供を行
います。また、女性がキャリア形成の視点を持って自身のライフプランを描けるよう、意識啓
発を図るための講座やロールモデルの紹介など、女性に向けた事業を充実します。 担当課

生活文化課

22

生
活
文
化
課

24

通し番号

取組状況担
当
課

事業
番号

・東京都労働相談情報センターとの共催事業「多様な働き方セミナー
『パートタイマーの日頃の疑問に答えます！～法律から労働保険・社会
保険、税金まで～』」を開催し、主にパートタイマーとして働く方に各種法
制度の周知、働き方改革の動向などを解説した。また、シニア世代に特
化した「７０歳まで働くために知っておきたい高齢者雇用をめぐる法律知
識」も共催で開催した。
・男女平等推進センターにおいて、ひきこもり等の生きづらさを抱える女
性向けの「つながるカフェ」事業を月１回のペースで開催した。この事業
はひきこもりの状態から就労へのステップアップや、就労継続に困難を
抱えている女性を相談事業に繋げる役割を期待して実施しているもので
ある。相談事業に繋げたケースもあり、生きづらさを抱える女性の居場
所としての機能を果たしている。
・女性の就労継続にも繋がる産後パパ育休制度導入に合わせ、市ＨＰ、
ＳＮＳで制度紹介を行った。また、男女平等推進センター主催で「シネマ
deおしゃべり『ダブルシフト』」、「チームわが家で考える育休取得」を実施
し、男女共同参画やワーク・ライフ・バランスについての認識を深め、働き
方や暮らし方について考えてもらう機会を提供した。

専門機関と連携して行った講座の開催
数4

1



１　実績報告　　取組の方向に沿った事業への取組状況の報告 ２　今後の課題 及び 次年度の方向性・目標

通番

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 ― 5 5 5 5

実績値 6 7 4 9 9

目標値 ― 150 150 150 150

実績値 207 206 103 198 167

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 ― ― ― ― ―

実績値 1 2 1 1 1

目標値 ― ― ― ― ―

実績値 8 30 27 36 35

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

しごとセンター多摩との共催講座については、今後
も企画段階からより関与を深めて行きたいと考えて
いる。また、地元企業を巻き込む企画など訴えてい
きたい。
「つながるカフェ」については、今年度特別編を開催
したが、来年度は参加者とコミュニケーションを取り
ながら、悩みに寄り添う取り組みを行っていきたい。

・東京しごとセンター多摩、女性しごと応援テラス多摩ブランチ、産業政策
課と連携して、「女性のための再就職準備セミナー＆個別相談会 心を整
えて就活へふみ出そう！女性のためのマインドフルネス講座」を開催し
た。再就職を希望する女性３５名の参加があり、個別相談会にも８名が
参加した。前年度までは、生活文化課は保育の実施のみの協力だった
が、令和４年度からは企画の段階から産業政策課と共に加わった。
・男女平等推進センターにおいて、ひきこもり等の生きづらさを抱える女
性向けの「つながるカフェ」事業を月１回のペースで開催した。ひきこもり
の状態から就労へのステップアップや、就労継続に困難を抱えている女
性を相談事業に繋げる役割を期待して実施しているものである。今年度
は特に、就労に関する悩み（働きづらさや自立について）を共有する「つ
ながるカフェ特別編」を実験的に開催した。

23

生
活
文
化
課

専門機関、他課と連携
し、女性の再就職に関
する講座を実施すること
ができた。
生きづらさを抱える女性
向けの事業についても
毎月実施した上、更に
実験的な取り組みが行
えた。

A

30

―

1

―

56

【参考値】講座開催数

【参考値】講座参加人数

数値の指標

一般的な再就職セミナーとひきこもり等の生きづら
さを抱えている女性の間のギャップを埋める取り組
みも行っているが、生きづらさの要因も複雑かつ多
様で、これといった有効な策があるわけではないこ
とが課題である。

施　策

取組の方向 1 再就職に関する講座、啓発、情報提供

事業
番号

担
当
課

担当課
産業政策課 生活文化課

通し番号 23,24 【令和４年度事業】

目　標 Ⅱ
25　女性の再就職への支援

職業生活における女性の活躍推進

事業
3 女性の再就労への支援

担
当
課

通し番号

取組状況 担当課評価 今後の課題 次年度の方向性・目標

（説明）
子育て・介護等により離職した女性に対し、再就職に結びつく技能習得講座の実施や就労
相談等を関係機関と連携して行い、キャリアブランクに配慮した就労までの支援を推進しま
す。

・ハローワークや東京しごとセンターと連携した就職支援セミナーや面接
会、東京しごとセンター多摩及び生活文化課と連携した女性の再就職支
援セミナー・個別相談会を行った。後者は、女性に特化した再就職支援
であり、市ＨＰや駅前掲示板へのポスター掲出等事前周知を行い、託児
保育を実施するなど受講し易い環境を作って開催し、定員４０名に対し３
５名の参加があった。

A

コロナ禍ではあったが、
感染症対策を徹底し、
コロナ禍前の水準にて
女性向けのセミナー等
を実施することができ
た。また、女性セミナー
については昨年同様高
い参加率でセミナーを
実施することができた。

23

産
業
政
策
課

25

生
活
文
化
課

25

24

153

250

産
業
政
策
課

継続的に託児保育などを伴う女性の再就職に特化
したセミナー等を行う。

数値の指標 30

女性の再就職セミナーについて、昨年度と同様に
高い参加率であったが、さらに集客方法を工夫す
る。

23

就職面接会・セミナー実施回数
6

参加人数

64
2



１　実績報告　　取組の方向に沿った事業への取組状況の報告 ２　今後の課題 及び 次年度の方向性・目標

通番

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 ― 1 1 1 1

実績値 2 0 0 0 0

目標値 ― 5 5 5 5

実績値 4 0 0 0 0

目標値 ― 12 12 12 12

実績値 ― 18 18 20 30

目標値

実績値

目標値

実績値

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 ― ― ― ― ―

実績値 4 1 0 1 0

目標値 ― ― ― ― ―

実績値 35 21 0 2 0

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

通し番号 25-27

取組の方向

【令和４年度事業】

目　標 Ⅱ 職業生活における女性の活躍推進

事業

26　女性の起業に関する情報提供及び支援

施　策 4 女性の起業と事業継続への支援

1
起業と事業継続に関する講座、情報提供、関係機関との連携による支援とネットワー
クづくりへの支援

次年度の方向性・目標担
当
課

事業
番号

担
当
課

起業をめざす女性に対し、起業に関する講座や相談の機会を提供します。また、関係機関と
連携して、起業後の助言や支援などを実施します。

担当課
産業政策課 生活文化課 図書館

産
業
政
策
課

26

（説明）

25

26

通し番号

取組状況 担当課評価 今後の課題

・（公財）東京都中小企業振興公社が運営するＴОＫＹО創業ステーショ
ンＴＡМＡを訪問し、担当者と今後の女性の起業に関する講座への協力
の可能性についての意見交換や施設見学を行った。また、次年度事業
の企画に向けて調整を進めることができた。
・女性の起業に関する相談者に対して、政策金融公庫等の金融機関や
産業政策課、商工会の相談窓口の他、新たな連携先であるＴОＫＹО創
業ステーションＴＡМＡの各種事業の紹介を行った。また、男女平等推進
センターの女性の起業専門のメーリングリスト登録者に対して、ＴОＫＹ
О創業ステーションＴＡМＡに関する情報提供を行った。

生
活
文
化
課

起業に特化した新たな
専門機関との連携に道
筋をつけることができ
た。

B

26

参加者数（延べ）【参考値】

数値の指標

事業実施数【参考値】

これまで産業政策課や商工会、金融機関とも連携
しながら女性の起業に関して情報提供や支援を
行ってきたが、新たに起業に特化した専門機関との
連携に向けて動き出した。連携の中で、「女性の起
業支援」という視点、地域のニーズなど男女平等推
進センターとしての役割がさらに重要となる。

生
活
文
化
課

26

ＴОＫＹО創業ステーションＴＡМＡと連携して事業
を行い、女性起業家や起業を目指す女性に対して
学習の機会や情報提供を行うだけでなく、専門家
への相談や人脈づくりなど総合的な支援へ繋いで
いく。

―

0

30

―

0

・国や東京都が実施する事業についての周知のほか、創業や補助金に
係るチラシやリーフレットを窓口にて配置した。
・国から認定を受けた東久留米市の創業支援等事業計画に基づき、商
工会や多摩信用金庫が事務局となっている創業支援センターＴＡМＡ等
と連携し、創業希望者（創業者）との個別面談、創業塾（商工会）を実施
するとともに、活用できる補助金の案内等を積極的に行った。

25
多種多様な相談について対応できるよう、創業支援
の方法を学ぶとともに、適切な創業支援機関を照会
できるよう努める。

0

参加者
6

関係機関と連携することにより、様々な方面から創
業者への支援を行えるようにする。

17

各団体と密に連携を取
り、創業支援事業の案
内を行えたこと及び個
別面談により創業者の
支援ができた。 産

業
政
策
課

A

30数値の指標

0

創業セミナー実施回数
2

創業希望者個別相談回数
―

4
3



通番

次年度の方向性・目標担
当
課

事業
番号

担
当
課

通し番号

取組状況 担当課評価 今後の課題

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

図
書
館

26

27
・都による５月のリバウンド警戒期間の解除、国による９月のWithコロナ
の新たな段階への移行に向けた見直しを受け、コロナ前の運用に近づ
ける緩和措置を行いながら事業を実施した。
・コロナ禍における働き方の多様化、ジェンダーやハンディキャップ、不安
定な社会状況など、今の社会を知り個々の選択を助ける資料の収集に
努めた。
・男女平等推進センターの受入図書を図書館システムに登録した（登録
数３５冊、蔵書数１,５６３冊）。また、男女平等推進センターの蔵書目録を
作成した。
・男女平等推進センター協力の下、展示図書の選定を行い、１０月１０日
～３０日に国際男性デー、３月１日～３０日に国際女性デーの展示、それ
らの翌月に展示図書のブックリストを各館で配布した。なお、国際男性
デーの各館のテーマは、中央「仕事・働き方」、滝山「健康」、ひばりが丘
「子育て」、東部「男性の生き方」である。国際女性デーの共通テーマは
「her/histoｒｙバトンをうけつぐ」、各館のテーマが、中央「写真・イラストで
見る女性たち」、滝山「女性の可能性」、ひばりが丘「声を上げる」、東部
「表現」であった。

限られた予算と所蔵スペースの中で、公共図書館と
してさまざまな分野の書籍を偏りなく揃える必要が
あることから、その時々の社会情勢に合った良書を
選書していく必要がある。

数値の指標

Ｂ

図
書
館

指定管理制度による全
館一括での運用が２年
目となり、男女平等推
進センターと指定管理
者が連携して、より円滑
な事業運営ができた。
また、前年度の実績を
踏まえ、男女共同参画
の視点を選書の考え方
に反映できた。

27
女性に向けた起業に関する資料について、男女平
等推進センターから情報・助言を得ながら選書して
いきたい。

30

4
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１　実績報告　　取組の方向に沿った事業への取組状況の報告 ２　今後の課題 及び 次年度の方向性・目標

通番

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 ― ― ― ― ―

実績値 83.8% 84.7% 81.0% 85.7% 82.8%

目標値 ― ― ― ― ―

実績値 54 59 63 63 58

目標値 ― ― ― ― ―

実績値 38.3% 37.9% 35.4% 37.3% 39.2%

目標値 ― ― ― ― ―

実績値 708人 797人 788人 814人 775人

目標値

実績値

施　策

取組の方向 1 ポジティブ・アクションへの理解促進

1 市附属機関や地域活動団体における男女の参画推進と女性の活躍推進

通し番号 28 【令和４年度事業】

目　標 Ⅲ あらゆる分野における男女共同参画の推進

事業

27　審議会委員等委員の男女比率の均等化

女性委員のいない審議会等をなくすよう努める等、市民が主体的にまちづくりに参画する機
会である審議会等における男女比率の均等化に努めます。また、比率均等化にむけ、ポジ
ディブ・アクションの設定とその理解促進に努めます。

今後の課題

「女性委員のいる審議
会等が占める割合」は
減少してしまったが、
「審議会等における女
性委員の割合」は増加
したため。

Ｃ

審議会等における女性委員の割合
【参考】

担当課
生活文化課

次年度の方向性・目標

―

87.0%

37.8%

731人

―

担
当
課

担当課評価

30

（説明）

28

生
活
文
化
課

27

通し番号

取組状況担
当
課

事業
番号

数値の指標

・「女性委員のいる審議会等が占める割合」は前年度より減少したが、
「審議会等における女性委員の割合」は増加した。少しずつではあるが、
委員を選考する際に、男女比についても考慮する意識が職員の中に定
着してきている。

女性委員の割合を４０％にすることを目標に、プラ
ンに関係する各課担当者へのヒアリングを実施し、
他市の取り組みや生活文化課のポジティブアクショ
ン導入例（男女共同参画推進協議会における女性
課長職の参画）を参考例として出すなどして、庁内
に向け女性委員登用を促していく。

自治体によっては、審議会等への女性委員の登用
に関するポジティブ・アクションプラン等を策定して
いるところもあるため、そのような具体的な取り組み
を行っていく必要がある。

28

女性委員のいる審議会等が占める割合
【参考】

審議会等の委員総人数
【参考】

審議会等の総数（行政委員会含む）
【参考】

生
活
文
化
課

―

54

―
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１　実績報告　　取組の方向に沿った事業への取組状況の報告 ２　今後の課題 及び 次年度の方向性・目標

通番

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 ― 23 22 25 29

実績値 25.6% 18.4% 18.1% 20.7% 24.4%

目標値 ― ― ― ― ―

実績値 129 125 121 121 119

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

29

生
活
文
化
課

B

次年度の方向性・目標

男女共同参画の視点を定着させるためには、継続
的な取り組みが必要である。自治会連合会が休会
となってしまったため、メールや市ＨＰ、各自治会へ
の出前講座などを活用してもらい、広く男女共同参
画について啓発していく必要がある。

30数値の指標

自治会長における女性の割合
（％）

自治会数【参考値】
126

自治会連合会が休会となり、自治会関係者が一堂
に会するような場がなくなってしまったが、生活文化
課男女共同参画係と市民協働係が連携し、メール
や市ＨＰ、各自治会への出前講座等により、継続し
て啓発を行っていく。

自治会数・加入者数が
減少傾向にある中、自
治会長における女性の
割合が増加したため。

―

男女が参加しやすい環境整備

担
当
課

自治会などの地域活動に男女がともに参加することの意義を知り、参加しやすい環境をつく
るため、男女共同参画に関する啓発及び情報提供を行います。

担当課
生活文化課

担当課評価 今後の課題

通し番号 29 【令和４年度事業】

目　標 Ⅲ あらゆる分野における男女共同参画の推進

事業

28　自治会における男女共同参画に関する啓発及び情報提供

施　策 1 市附属機関や地域活動団体における男女の参画推進と女性の活躍推進

取組の方向 2

（説明）

29

生
活
文
化
課

28

通し番号

取組状況担
当
課

事業
番号

・新型コロナウイルス感染症感染拡大の影響で、自治会連合会の行事
が中止となり啓発など行えなかったが、自治会数・加入者数が減少傾向
にある中、自治会長における女性の割合は増加した。
・自治会への加入促進や新規自治会の立ち上げ等について情報提供す
るとともに、ＱＲコードを貼付し、市ＨＰの自治会ページや自治会マップも
見られるよう工夫した。

23.8%

30

4
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１　実績報告　　取組の方向に沿った事業への取組状況の報告 ２　今後の課題 及び 次年度の方向性・目標

通番

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 ― ― ― ― ―

実績値 5（※1） 4 4 4 5

目標値 ― ― ― ― ―

実績値 212人（※1） 92人（※2） 59人 59人 66人（※3）

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

上記事業における参加者数
【参考値】

通し番号 30 【令和４年度事業】

目　標 Ⅲ あらゆる分野における男女共同参画の推進

事業

29　地域におけるリーダーとなる女性の育成

施　策

取組の方向 1 リーダー育成のための講座開催や機会の提供

2 地域におけるリーダーとなる女性の育成

（説明）
担当課

生活文化課

次年度の方向性・目標担
当
課

地域活動やボランティア等に、男女がともに積極的・主体的に参画できる環境づくりを支援し
ます。 また、男女が互いに協力しあう中で、リーダーとして活躍する女性の増加をめざしま
す。

引き続き、男女平等推進センターの講座や男女共
同参画情報誌『ときめき』等で、男女がともに積極
的・主体的に参画できる環境づくりの支援、リー
ダーとして活躍する女性の育成に取り組んでいく。

―

62人

通し番号

取組状況 担当課評価 今後の課題担
当
課

事業
番号

30

生
活
文
化
課

29

※１…沿線３市男女共同参画連携事業
※２…展示見学者、DVD視聴者含まず
※３…展示見学者含まず

30

―

・男女平等推進センター主催「国際女性デー関連講座『her/history バトンをうけつ
ぐ』」を開催した。女性の権利獲得の歴史及びデータ、男女共同参画、ジェンダー・
ギャップの現状を知ってもらい、今後のジェンダー平等へ向けての課題を「自分ごと」
として考える機会となった。
・国際女性デーに合わせ、図書館と共催で、図書展示と展示図書のリスト配布を行っ
た。図書リストをまとめたリーフレットには、「国際女性デー」の他に、女性の政治参画
の現状のデータ、内閣府男女共同参画局「政治分野における男女共同参画の推進」
ＨＰを紹介し、国際女性デー及び国の男女共同参画の現状の周知に努めた。
・国際女性デーに合わせ、生涯学習センターと共催で、男女共同参画、ジェンダー平
等への関心を高めてもらうことを目的に展示を行った。女性の権利獲得の歴史及び
データ、男女共同参画、ジェンダー・ギャップの現状についての展示を行い、ジェン
ダー平等へ向けての課題や女性の政治参画、意思決定への参画の重要性への理
解を深めてもらう機会とした。
・東久留米女子会向けに出前講座を行い、市民会議会長の名取はにわ氏に「男女共
同参画基本のき」をテーマにお話ししていただき、男女共同参画社会への理解促進
を図った。
・大門中地区青少年健全育成協議会向けに出前講座を行い、地域で駄菓子屋を経
営する山永和子氏に「子育てしやすい街づくり～男女共同参画　地域の身近な事例
から」をテーマにお話ししていただいた。また、男女共同参画係長、男女平等推進セ
ンターコーディネーターからも、東久留米市の男女共同参画の取り組みや男女共同
参画、ジェンダー平等の基本について話をし、理解を深めてもらった。

A

男女平等推進センター
主催講座や出前講座、
展示等、あらゆる機会
を通して地域における
リーダーとなる女性を育
成するための取り組み
を行うことができた。

3
地域活動や防災活動における女性リー
ダー育成取り組み事業数【参考値】

数値の指標

30

生
活
文
化
課

講座や展示等を通して地域においてリーダーとなる
女性の育成に取り組んではいるものの、男女がとも
に積極的・主体的に参画できる環境が整う状況に
は至っておらず、リーダーとして活躍する女性がま
だまだ少ないのが現状である。

4
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１　実績報告　　取組の方向に沿った事業への取組状況の報告 ２　今後の課題 及び 次年度の方向性・目標

通番

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 44人(50%) 33人(50%) 35人(50%) 24人(50%) 24人(50%)

実績値 38人(68%) 22人(67%) 15人(60%) 16人(44%) 20人(60%)

目標値 40人(50%) 40人(50%) 40人(50%)

実績値 44人(80%) 38人(90%) 30人(57%)

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 ― ― ― ― ―

実績値 0 2 0 2 2

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

受診率は回復傾向にあるが、検診によっては伸び
悩んでいる。受診率の引き上げが課題である。
コロナ禍で孤立化が問題となっていたため、対面で
の教室開催では参加者同士の交流が図れる企画と
したところ大変好評であった。また、地域で身近な
支え合いにつながる企画のゲートキーパー講習の
参加者数が予定より少なかった。

30数値の指標

引き続き受診しやすい環境の提供に努める。
対面の教室を継続して実施し、参加同士の交流が
図れる企画としていく。
ゲートキーパー講習の周知を図り、参加者数の増
加を図る。

健康相談利用者数および女性の割合

ゲートキーパー養成講習（市民・関係者
対象）利用者数および女性の割合

33人(50%)

20人(55%)

32
南中学校だけでなく、市内の他の中学校でも性教
育を実施していく必要がある。今回は男女平等推進
センター出前講座の特別版という形で講座を行った
が、市内の全中学校、全生徒を対象に実施する場
合、男女平等推進センターの出前講座では対応で
きないため、学校のカリキュラムの中に取り入れて
いく必要がある。

A

【参考値】性教育講座開催数

南中学校の保護者、先生に中学校での性教育の
必要性を理解してもらったように、他の中学校に対
しても同様の取り組みが実施できないか検討してい
く。また、性教育は幼児期から段階に応じた内容で
行っていく必要があるため、児童館等と連携して講
座が実施できないか検討する。

30数値の指標

―

1

取組状況 担当課評価 今後の課題 次年度の方向性・目標

・子宮頸がん検診・乳がん検診について、国の事業に基づき、受診可能となる年代の
方へ無料クーポン券を送付した。また、一定の年齢の方へ受診勧奨ハガキを送付し
た。検診の周知をしつつ、受診勧奨を行った。乳がん検診について、女性スタッフの
みで対応する医療機関を選択肢に入れ、より受診しやすい環境作りに配慮した。新
型コロナウイルス感染症の感染拡大防止対策のため、手指消毒、三密の回避等に
取り組み、安心して検診を受けていただけるよう配慮した。
・食事・健康相談（個別健康相談）では、健康管理の助言を行い生活習慣改善の実
践・継続につながるようにした。予防的観点から若い世代が参加しやすいように保育
付きとしている。また、女性のための健康講座では、プレ更年期世代の３０～４０歳台
を対象とし、心と体のメンテナンスの講座を運動・栄養の２日間コースで実施。参加者
同士の交流も図り、共感と新たな気づきにつながっていた。元気ｐｌｕｓは、乳児健診で
の周知を再開し、育児中の若い世代へ健康づくりのアプローチを行った。ウォーキン
グマップでは、ウォーキング教室を開催し、新しいコースを回り、参加者には市内の
新たな魅力を感じていただいた。
・こころの健康づくりでは、市自殺対策計画に基づく総合事業として、市民・関係機関
対象のゲートキーパー養成講習を３日間コースとして再開した。「みんなでこころ支え
あう地域づくり」を目指しているため、「ゲートキーパーの知識と実践（ロールプレイ）」
の他、「市の制度の紹介」及びゲートキーパーの知識を得た参加者が地域活動につ
ながるよう「自主サークルの紹介」も行っている。また、自殺予防パンフレット作成・配
布及び広報紙・市ＨＰによる周知、東京都の自殺予防キャンペーン時期にパネル展
示も行った。

健
康
課

31

B

新型コロナウイルス感
染症の影響を配慮しつ
つ、感染予防対策を徹
底しながら、市民が利
用しやすい環境づくりを
行い実施した結果、一
定の効果があったた
め。

【令和４年度事業】

目　標 Ⅳ 安心・安全な暮らしの実現
31　発達段階に応じた適切な性教育の推進

事業

30　各種健康診査及び健康相談事業の充実

（説明）

36　予防重視のシニア施策の充実

通し番号 31-34

担当課

施　策

34　こころの健康支援

1

取組の方向 1 ライフステージに合わせた健康支援

生涯にわたる男女の健康の支援
32　HIV／エイズや性感染症の予防、喫煙、薬物乱用の防止に関する教育の充実
33　生涯を通じた健康の保持増進等のための啓発及び情報提供

35　シニアが自立した生活を送るための支援

介護福祉課

担
当
課

事業
番号

担
当
課

生涯にわたって、だれもがいきいきと充実した生活が送れるよう、ライフステージに応じたこ
ころと体の健康づくり支援を行うとともに、「リプロダクティブ・ヘルス／ライツ」をはじめとし
た、健康と性に関する啓発と学習機会を提供します。

健康課 生活文化課

健
康
課

30
33
34

通し番号

指導室

32

31

生
活
文
化
課

33

生
活
文
化
課

ＰＴＡへの出前講座を継続
して行った結果、保護者か
ら「学校でも性教育を行っ
てほしい」という声が先生
に伝えられ、生徒に直接、
講座を行うことができた。
コーディネーターが中心と
なり、副校長や学年主任、
講師と内容について何度
も打ち合わせをしたこと
で、学校側にも安心して講
座を実施してもらうことが
できた。

・南中学校ＰＴＡに対し、男女平等推進センター出前講座「命の授業 ～からだと未来
を大切にするために知っておくこと～」を開催した。子どもの性の現状、性に関する男
女それぞれの悩み、生理や妊娠などについて正しい知識を得て、自分の心と体を大
切にすることの重要性を中学１～３年生の子どもを持つ保護者に理解してもらうこと
ができた。
・南中学校ＰＴＡへの出前講座をきっかけに、南中学校の２年生を対象とした出前講
座「思春期だ！こころとからだの話　健康に育つために知りたいこと」を実施した。学
校の意向により男女で会場を分けたが、内容については同様とし、助産師から思春
期の心と体の変化、自分を守るための情報等について話をしてもらった。参加した生
徒からは、「初めて知ることも多かった」「異性について知ることができ良かった」「大
事な話だと思った」などの感想が寄せられた。
・男女平等推進センター主催講座「セルフケア入門」を開催した。ヨガを体験しなが
ら、リラックスした雰囲気の中、仕事や家事、子育て、介護等によるストレスや不安を
感じている女性向けに、自分自身を大切にするためにできる対処方法「セルフケア」
を学んでもらうことにより、自己尊重、自己肯定感を回復する機会を提供することが
できた。
・男女平等推進センターで作成したデートＤＶ防止リーフレット「これって当たり前？」
を市ＨＰに掲載しているほか、男女平等推進センター主催講座でも配布した。
・広報紙、市ＳＮＳを活用し、内閣府の相談事業「ＤＶ相談プラス」やＪＫビジネス・ＡＶ
出演被害の啓発、性暴力ＳＮＳ相談事業「Ｃure Ｔime（キュアタイム）」などの配偶者
暴力、性犯罪・性暴力に関する啓発、相談窓口の周知を年間を通して随時発信し
た。

4
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通番

取組状況 担当課評価 今後の課題 次年度の方向性・目標担
当
課

事業
番号

担
当
課

通し番号

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 20 20 19 19 19

実績値 20 20 19 19 19

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

20

20

令和５年度も全小・中学校において、年間指導計画
に心と体の健康に関する教育、喫煙や薬物乱用の
防止に関する教育等を位置づけ、確実に実施す
る。

30

33

指
導
室

31
32

介
護
福
祉
課

35
36

30

・平成２９年度より６５歳以上の方がすべての方が利用可能な一般介護
予防事業とし主に以下の事業を実施した。
　・介護予防自主グループ立ち上げ講座（体づくり体操呼びかけ隊）:自主
グループの立ち上げ方法や継続法を学ぶ講座
　・「シャキシャキ介護予防教室」: 介護予防に必要な運動機能向上、低
栄養予防、口腔ケアを学ぶ複合プログラム
　・「脳の健康教室」:脳トレによる認知症予防
　上記の各教室も定着し、多くの参加者を得ている。また、卒業後の自主
グループもできており、既存の教室や講演会を通じて、市民に介護予防
の普及・啓発と「介護を予防する生活」を実践できる取組を継続して行っ
た。
・令和4年度は、感染予防に留意しながら対面により、全ての教室を開催
した。また、介護予防ご当地体操「わくわくすこやか体操」のＤＶＤを作成
し公共施設に設置することにより、多くの市民が体操に参加した。
・自主グループへの講師派遣事業や介護予防ご当地体操「わくわくすこ
やか体操」のＤＶＤの活用により、個人での介護予防の取り組みや公共
施設等での介護予防の取り組みの推進が図られた。
・自ら市の既存の教室等への参加を希望しない方に対して、地域包括支
援センター職員が支援し、男性に特化した自主グループの立ち上げが図
られた。

33
男女問わず「生活自立に向けた支援」が欠かせな
い。そのため、早期から社会参加が介護予防に効
果があることを啓発する。また、介護予防の相談窓
口として地域包括支援センターが認知され、自主グ
ループの継続支援へのニーズが高まっている。

今後も市民への介護予防の普及啓発を図るため現
状規模で事業を継続していく。
介護予防ご当地体操「わくわくすこやか体操」のＤＶ
Ｄ等の活用により、他機関と連携した介護予防・フ
レイル予防事業の取り組みを推進する。

数値の指標

介
護
福
祉
課

Ａ

全市立小・中学校にお
いて適切に実施してい
る。

・自主グループ化もでき
ており、当初の目的を
達成できた。また、他機
関と連携した介護予防・
フレイル予防事業の取
り組みが実施できたた
め。

Ａ

34
学習指導要領に則り、引き続き、発達段階に応じて
発生する性差に配慮しながら適切に心と体の教育
を行う。
小学校理科、体育科及び中学校家庭科、保健体育
科の更なる授業改善を進め、児童・生徒により正し
い知識と健全な態度が身に付くよう授業の充実を図
る。

34

指
導
室

・小学校理科、体育科及び中学校家庭科、保健体育科の学習指導要領
に則り、教科のねらい及び発達段階に応じた適切な授業を行った。
・小学校体育科及び中学校保健体育科でＨＩＶ／エイズや性感染症の危
険性及びその予防に関する教育を行った。
・全小学校で小学校４年生を対象に、健康課の「禁煙キャラバン」を実施
し、喫煙防止教育の推進を図った。コロナ禍で、実施できなかった学年が
あったため、2学年において実施し、対象の全児童が学習することができ
た。
・全小・中学校で薬物乱用防止教室を実施し、警察官等の話から、薬物
乱用防止教育の推進を図った。
・人権教育プログラム（東京都）を用い、人権尊重の観点から「男女平等
の精神」についての研修を行った。
・性的マイノリティやＬＧＢＴについては、教科書では中学校社会科で取り
上げることとなっている。
・中学校では、女子生徒のスラックス型の制服も普及しつつある。

数値の指標

市立全小・中学校で年間指導計
画に位置付ける（２０校→１９校）

4
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１　実績報告　　取組の方向に沿った事業への取組状況の報告 ２　今後の課題 及び 次年度の方向性・目標

通番

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 妊婦120人・夫90人 妊婦120人・夫90人 妊婦120人・夫90人 妊婦120人・夫90人 妊婦120人・夫90人

実績値 妊婦117人・夫79人 妊婦131人・夫98人 妊婦114人・夫69人 妊婦97人・夫61人 妊婦141人・夫79人

目標値 30% 30% 30% 30% 30%

実績値 22.5% 23.5% 26.4% 28.2% 20.0%

目標値 97% 99% 99% 99% 99%

実績値 94.9% 97.5% 87.0% 98.2% 95.6%

目標値 ― 70% 70% 70% 70%

実績値 ― 57.3% 72.3% 66.3% 77.4%

目標値 ― ― ― 40% 40%

実績値 ― ― ― 35.6% 28.5%

70%

赤ちゃん訪問実施率

妊婦面接実施率

―

―

60%

98.8%

産後ケア（デイケア集団型）

施　策

取組の方向

通し番号 35 【令和４年度事業】

目　標 Ⅳ 安心・安全な暮らしの実現

2
事業

37　妊娠中及び出産後の健康管理の啓発及び相談事業の充実
38　出産・育児に関する情報提供と男性の理解の促進

生涯にわたる男女の健康の支援

担当課評価 今後の課題

妊娠・出産期にある女性の母性保護と母子保健の充実を図ります。また、男性が母体への
理解を深めるとともに、男性の育児参加の必要性を知ることにより、男性の育児参加促進を
図ります。

妊娠、出産期における女性への健康支援

担当課

1

取組状況

健康課

35

健
康
課

37
38

35
<プレ・パパママクラス>
年間予定通り4回コース×6クールを実施した。
妊娠、出産、育児に関する情報提供のほか、夫が参加できるプログラムを通して父親の育児
参加の必要性を周知した。参加者も前年より妊婦・夫ともに増加している。
シングルで妊娠・出産を迎える妊婦にも配慮したプログラム構成にしており、必要時個別支援
を行っている。
<子育て応援メール>
利用登録率は２０％越えと他自治体と比べても高い水準を維持している。
コロナ禍で他者交流の機会が少ない中、妊娠・出産への不安軽減や孤育て予防の一助となっ
ている。
<赤ちゃん訪問>
乳幼児全戸訪問を通して、養育環境・育児状況等を把握している。
令和５年１月から、国の出産・子育て交付金事業の産後面談に位置付けられている事業であ
り、交付金申請のために早期に訪問を希望する家庭も増えてきている。
<妊婦面接>
妊娠届出をした妊婦全数を対象に保健師等の専門職員が面接を行っている。妊娠期からの切
れ目のない支援の入り口であり、オンライン面談利用者も増加傾向になる。
令和５年１月から実施している国の交付金事業において妊娠期の面談に位置付けられている
ため、更なる面接率向上が期待される。
<産後ケア（デイサービス集団型）>
産後３～４か月頃の初産婦と乳児を対象とし、１クール４回コースで実施している。
助産師によるファシリテーターのもとに交流会を実施。同月齢児のママ友づくりのきっかけの場
となっており、初めての育児で不安も多い母親の孤立予防に繋がっている。

B

オンラインや交付金事
業を積極的に実施し、
妊婦・産婦の支援を行
うとともに、事業等をとし
ての父親への育児参加
の促しが実践できてい
る。

健
康
課

担
当
課

事業
番号

担
当
課

（説明）

通し番号

20.3%

子育て応援メールの配信が子育て応援アプリから
の配信に変更となる。
アプリ登録者へも子育て応援メールを継続して購読
してもらうよう働きかける。

99%

次年度の方向性・目標

プレパパママクラス参加者実数
（妊婦・夫）

子育て応援メール利用登録率

コロナ禍の制限が撤廃される中で、引き続き感染予
防に留意しながら各事業を実施していくこと。

30数値の指標
妊婦120人・夫90人

妊婦116人・夫77人

30%

5
0



１　実績報告　　取組の方向に沿った事業への取組状況の報告 ２　今後の課題 及び 次年度の方向性・目標

通番

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 ― ― ― ― ―

実績値 1 4 1 4 5

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 20 20 19 19 19

実績値 20 20 19 19 19

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

20

20

昨年度は私立保育園、今年度は公立保育園と、連
続して保育園への出前講座を行ったことで、出前講
座の認知度向上はもとより、男女平等推進センター
が配偶者暴力に関して連携先であるとの認識が広
がっているものと思われる。啓発から相談まで連携
できる体制づくりを目指していきたい。

数値の指標

市立小・中学校での、いじめ、暴
力防止に向けた指導の実施

【参考値】女性や子供に対する暴力
を未然に防ぐための講座開催数

30

中学校への出前講座は２年連続で行うことができた
が、子どもたちに対する暴力の未然防止の啓発は
継続して行うべき取り組みであり、学校には連携先
の紹介など丁寧なフォローをしていく必要がある。

―

2

暴力の未然防止や早期発見のための取組強化

今後の課題 次年度の方向性・目標

41　早期発見のための理解促進

担当課
生活文化課 指導室

通し番号 36,37 【令和４年度事業】

目　標 Ⅳ 安心・安全な暮らしの実現

事業

39　暴力未然防止のための意識啓発
40　若年層に向けた暴力防止の啓発

施　策

取組の方向

2 配偶者等からの暴力防止と被害者の自立に向けた支援

1

担
当
課

事業
番号

担
当
課

（説明）

36

通し番号

取組状況 担当課評価

さまざまな媒体や機会を活用した広報・啓発活動、若年層への教育や啓発により暴力を未
然に防ぐとともに、暴力の実態等に関する情報提供や講座を実施し、医療機関や健診、また
被害者の周囲の人々が早期発見することができるような体制づくりを進めます。

A

36

生
活
文
化
課

39
40
41

・女性に対する暴力をなくす運動期間に関連して、相談や支援につながっていな
い方に向けて、コロナ禍のＤＶ・性暴力の現状を知ってもらい、相談等の支援に
つなげることを目的とする男女平等推進センター主催講座「『セルフケア』入門」
を開催した。
・昨年度に引き続き、南中学校ＰＴＡに対し、男女平等推進センター出前講座「命
の授業 ～からだと未来を大切にするために知っておくこと～」を開催した。デート
ＤＶについて、暴力の種類や暴力が行われるサイクル、実例などについて説明
し、中学生の子を持つ保護者に理解してもらうことができた。また、令和４年度は
学校、助産師会とも連携して、同校２年生に対して出前講座「思春期だ！こころと
からだの話　健康に育つために知りたいこと」を実施し、子どもたちに直接デート
DV被害について啓発することができた。
・公立保育園に対し、男女平等推進センター出前講座「相談、必要な支援につな
がるために～コロナ禍で増えてきたDVや虐待・気づくことがはじめの一歩～」を
開催した。DV被害者支援を行うＮＰО法人から講師を招き、保育園職員に対して
暴力被害の現状、虐待の早期発見や対応等について講義を行った。
・配偶者暴力対策庁内連絡会開催に合わせて、東京ウィメンズプラザより講師を
招き、配偶者暴力被害者対応について職員研修を行った。連絡会の担当者だけ
でなく、窓口担当者等も参加できるよう、対象者についてを拡大して開催した。

生
活
文
化
課

出前講座で中学生と保
護者の両方にアウト
リーチすることができ
た。また、保育士や行
政職員向けに専門家を
招いて研修を行い、日
常の業務での具体的な
事例についても助言し
てもらえたことは、ＤＶ被
害の早期発見の取り組
み強化にも資するもの
である。

37

指
導
室

40
指
導
室

数値の指標

家庭での児童・生徒の困り感は見えにくく、SCや
SSWによる相談・支援を行っているが、保護者や家
庭の課題については、他課との情報交換をさらに密
にしていくことが必要である。

30

37

いじめ問題、暴力行為
の防止について、適切
に指導・研修を実施し
た。

Ａ

・全小中学校において、６・１１・２月のふれあい月間において、人権尊
重・いじめ等の指導を特化して行う場を設け、意識啓発を図った。
・全小・中学校において、学期に１回以上いじめ防止に関する授業を行っ
た。
・全小・中学校において、児童・生徒の心に寄り添うとともに、毅然とした
生活指導をて徹底し、校内外での暴力行為の防止に努めた。
・生活指導主任研修において、いじめ、長期欠席、暴力行為に対する未
然防止の取り組みについて情報交換した。
・年次研修において、体罰などの暴力行為によって問題を解決しない教
育を実践するために、全教員を対象とした体罰防止研修を行い、学校ご
とに体罰防止ポスターを作成させた。
・児童・生徒が作成した、人権に関わる標語を校内掲示するなど、啓発
活動に努めている。

令和５年度も全小・中学校において、年間指導計画
に人権教育の取組やいじめに関する取り組みを位
置づけ、確実に実施する。また、管理職及び教員を
対象とした人権教育に関する研修会を周知し、確
実に参加させる。

5
1



１　実績報告　　取組の方向に沿った事業への取組状況の報告 ２　今後の課題 及び 次年度の方向性・目標

通番

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 ― ― ― ― ―

実績値 278 228 243 224 259

目標値 ― ― ― ― ―

実績値 ― ― 4 4 4

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 ― ― ― ― ―

実績値 162 168 221 227 201

目標値 ― ― ― ― ―

実績値 189 204 288 240 252

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

通し番号 38,39 【令和４年度事業】

目　標 Ⅳ 安心・安全な暮らしの実現

事業

42　相談窓口の周知
43　複合的に困難を抱える人への支援

施　策 2 配偶者等からの暴力防止と被害者の自立に向けた支援
44　相談体制の整備

取組の方向 2 安心して相談できる体制づくり

次年度の方向性・目標担
当
課

事業
番号

担
当
課

被害を潜在化させないよう、相談窓口・支援機関等の周知を図るとともに、被害者の置かれ
ている状況や背景を理解しながら適切な対応ができるよう、相談機能の強化や連携体制の
充実を図ります。 担当課

関係各課 生活文化課

生
活
文
化
課

42

39

（説明）

38

関
係
各
課

42
43
44

通し番号

取組状況 担当課評価 今後の課題

30

―

職員向け男女共同参画ニュースレ
ターの配信回数

ここ数年、保育園や学童保育所への出前講座や、児
童館事業への協力など、市内のこども対象の施設と
の連携が増えている。このような施設の職員は、こど
もを通して虐待やＤＶ被害に早期に気づくことも多いた
め、被害者により近い環境にいる人への相談窓口の
周知に力を入れていく。

30

―

160

―

189

・配偶者暴力や性教育に関する出前講座３件（公立保育園、南中学校２年生、南中学校
PTA）、主催講座１件(「セルフケア入門」)を開催し、講座の中で相談情報を周知した。保
育園の出前講座では、参加者の他、市内の１３園に相談カードを配布した。
・男女平等推進センター主催で、ひきこもりなどの生きづらさを抱えた女性向けの事業「つ
ながるカフェ」を毎月１回開催し、安心できる居場所を提供すると共に相談窓口の紹介に
ついても行った。
・男女共同参画情報誌「ときめき」を発行する際には、男女平等推進センターが実施して
いる専門相談の案内を毎号掲載している。
・男女平等推進センターで作成したデートＤＶ防止リーフレット「これって当たり前？」を市
ＨＰに掲載・閲覧できるようにしている。また、若年層が陥りやすい性被害や相談窓口情
報を周知するため、男女平等推進センター主催講座でも配布した。
・令和４年度は成年年齢の引き下げがあったことから、「若年層の性暴力予防月間」に合
わせて、ＪＫビジネス・ＡＶ出演被害の啓発についての相談情報を市ＨＰ、市ＳＮＳ、チラシ
で周知した。
・女性に対する暴力をなくす運動期間に合わせて、広報紙に性暴力ＳＮＳ相談事業「Cure
Time（キュアタイム）」などの配偶者暴力、性犯罪・性暴力に関する相談情報を掲載した。
・健康課が妊婦及び３歳未満の子どもを持つ保護者（希望者）を対象に発信している「子
育て応援メール」を活用し、男女平等推進センターの専門相談の案内を行った。
・全庁職員向けのニュースレターを発信し、性犯罪・性暴力被害者ワンストップ支援セン
ター、年末年始期間の女性の相談窓口などの他、男女平等推進センターが行っている女
性の悩みごと相談、女性弁護士による法律相談について周知した。女性の悩みごと相談
については、他課経由でつながったケースや他課と連携しながら対応したケースも多く
あった。

39

A

庁内外の相談情報を男
女共同参画情報誌、広
報紙、市ＳＮＳなど様々
なチャンネルを使って発
信した他、講座と合わ
せて相談情報を周知し
た。また、出前講座で保
育園とのつながりがで
きたため、市内の多くの
園に周知することがで
きた。

保育園の保育士等、被害に気づきやすい立場の人
に、ＤＶ被害の早期発見や相談先につなげることの必
要性を認識してもらうことは、非常に重要である。被害
者自身は気づかないこともあるため、周囲の人が被害
に気づき相談につなげられるような取り組みを進める
必要がある。

生
活
文
化
課

数値の指標

【参考値】男女平等推進センター
専門相談相談件数（件）

【参考値】男女平等推進センター
専門相談実施枠数（件）

・配偶者暴力対策庁内連絡会を開催し、関係する各課の現状や取り組
みなどについて情報共有を行った。
・配偶者暴力対策庁内連絡会開催に合わせて開催された東京ウィメンズ
プラザの専門員によるＤＶ被害に関する研修に連絡会担当者及び窓口
担当職員が受講したが、被害者対応や加害者対応について専門的な立
場からアドバイスを受ける貴重な機会となった。
・生活文化課から発信される職員向けニュースレターを通じて、年末年始
等でも相談できる関係機関の窓口を市民に案内した。
・秘書広報課と生活文化課が連携し、広報紙に空きスペースができた際
に内閣府のＤＶ相談事業「ＤＶ相談プラス」の記事を掲載したことで、年間
を通して相談先を周知することができた。

―

―

A

関
係
各
課

ＤＶ被害者に関係する
課は多岐に渡るため、
配偶者暴力対策庁内連
絡会を開催することで、
各課担当者間のネット
ワークが維持できてい
る。また、令和４年度は
ＤＶ相談の専門員によ
る研修を実施したこと
で、ＤＶ被害やその支援
についてより理解を深
めることができた。

数値の指標

配偶者暴力相談件数（各課合計）
【参考数値】

38
庁内連絡会では、会議に合わせて研修を実施した
ことで、各課担当者のＤＶ被害に関する理解がより
深まった。今後は新任職員や今回参加できなかっ
た窓口担当職員に対しても実施できるよう、定期的
に研修を行っていく必要がある。

244

配偶者暴力対策庁内連絡会の担当者だけでなく、
新任職員や新たに窓口担当になった職員に対して
もＤＶ被害者支援の研修等が行えるよう、取り組み
を進める。

5
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１　実績報告　　取組の方向に沿った事業への取組状況の報告 ２　今後の課題 及び 次年度の方向性・目標

通番

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 ― ― 1 2 2

実績値 ― ― 1 1 1

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

通し番号 40 【令和４年度事業】

目　標 Ⅳ 安心・安全な暮らしの実現

事業

45　被害者や子どもの安全確保
46　情報管理の徹底

施　策 2 配偶者等からの暴力防止と被害者の自立に向けた支援

取組の方向 3 被害者の安全確保のための体制整備

次年度の方向性・目標担
当
課

事業
番号

担
当
課

民間シェルターを含む関係機関と連携し、被害者の安全を確保できる体制を整備します。特
に被害者情報については情報管理を厳重に行います。

担当課
関係各課

（説明）

40

関
係
各
課

45
46

通し番号

取組状況 担当課評価 今後の課題

・配偶者暴力対策庁内連絡会を開催し、関係各課の現状や情報管理の
徹底、相談事業などの取り組みについて報告し、情報共有を行った。ま
た、庁内連絡会の開催に合わせて東京ウィメンズプラザの専門員による
ＤＶ研修を開催し、被害者の安全確保、情報管理についても学んだ。
・各課で対応しているケースについては、生活文化課の職員ニュースレ
ター等を参考に、被害者の状況により適した相談先を各課間で相互に紹
介している。
・関係各課では、研修や担当者連絡会等に積極的に参加し、参加できな
かった職員にも課内・係内で情報を共有している。庁内全体で被害者対
応の資質向上に向けて取り組みを進めた。
・被害者の安全確保、特に子どもがいる場合について、これまでの経験
で得た知識や改善点について、担当者間で共有した。

40
複合的に困難を抱え、複数の課にまたがって支援
を行う場合は相互の連携が重要である。連携をす
る上では、被害者の安全を第一に、情報管理を徹
底して行う必要がある。

A

関
係
各
課

配偶者暴力被害者支援
研修開催後に配偶者暴
力対策庁内連絡会で各
課間の情報共有を行っ
たことで、被害者対応の
資質を全体的に向上さ
せることができた。

数値の指標

配偶者暴力対策庁内連絡会の
開催数 ―

配偶者暴力対策庁内連絡会の担当職員も異動な
どで入れ替わりがあるため、被害者対応の質を保
持するためにも各課内部の引き継ぎだけでなく、全
庁的な研修機会の確保等についても検討する。

―

30

5
3



１　実績報告　　取組の方向に沿った事業への取組状況の報告 ２　今後の課題 及び 次年度の方向性・目標

通番

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 ― ― 1 2 2

実績値 ― ― 1 1 1

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

通し番号 41 【令和４年度事業】

目　標 Ⅳ 安心・安全な暮らしの実現

事業

47　自立のための支援体制の整備

施　策 2 配偶者等からの暴力防止と被害者の自立に向けた支援

取組の方向 4 自立のための支援体制の整備

次年度の方向性・目標担
当
課

事業
番号

担
当
課

被害者が自立し、安心して暮らしていくために、生活・就労・経済面での支援をするとともに、
子どもを含む家庭に対する支援など、庁内・外の関係機関との連携により被害者の自立支
援に努めます。 担当課

関係各課
（説明）

41

関
係
各
課

47

通し番号

取組状況 担当課評価 今後の課題

・配偶者暴力対策庁内連絡会を開催し、関係各課の現状や情報管理の
徹底、相談事業などの取り組みについて報告し、情報共有を行った。合
わせて開催した研修では、東京ウィメンズプラザの専門員を招き東京都
の支援体制についても学んだ。
・関係各課で、東京ウィメンズプラザのＤＶ被害者向け自立支援講座の
情報を共有している。講座情報は、安全に配慮し必要な人に直接手渡し
している。　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　・
職員向けニュースレターや、各課担当者との調整時に、男女平等推進セ
ンターの「女性の悩みごと相談」事業や「女性弁護士による法律相談」事
業を紹介して相談につなげている。
・関係各課間の連携、特に相談先の担当者同士の連携は重要であり、
日常的に情報共有を図るよう意識している。

41
被害者本人の希望や選択も多様であるため、被害
者の意思に寄り添った支援ができるよう、庁内の連
携はもちろんのこと、庁外の関係機関とも連携しな
がら被害者の自立支援を行う必要がある。

A

関
係
各
課

配偶者暴力対策庁内連
絡会を継続的に実施す
ることで、徐々に情報共
有や相談を受ける上で
の連携体制等について
活発に議論できるよう
になってきている。ま
た、令和４年度は、会議
開催だけでなく東京都
の専門機関と連携して
研修を実施したことで、
よりＤＶ被害者支援につ
いての共通認識を深め
ることができた。

数値の指標

配偶者暴力対策庁内連絡会の
開催数 ―

事務的な連携に終わらせないためにも、配偶者暴
力対策庁内連絡会の担当者だけでなく、新任職員
や新たに窓口担当になった職員に対してもＤＶ被害
者の自立支援に向けた研修等が行えるよう、取り
組みを進める。

―

30

5
4



１　実績報告　　取組の方向に沿った事業への取組状況の報告 ２　今後の課題 及び 次年度の方向性・目標

通番

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 ― ― 1 2 2

実績値 ― ― 1 1 1

目標値 ― ― ― ― ―

実績値 ― ― 4 4 4

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 ― ― ― ― ―

実績値 ― ― 4 4 4

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

通し番号 42,43 【令和４年度事業】

目　標 Ⅳ 安心・安全な暮らしの実現

事業

48　関係機関との連携強化
49　庁内の相談・支援体制の整備と資質向上

施　策 2 配偶者等からの暴力防止と被害者の自立に向けた支援

取組の方向 5 関係機関との連携強化及び庁内体制の整備

次年度の方向性・目標担
当
課

事業
番号

担
当
課

被害者の支援に関する連絡調整機能を充実していくために、庁内・外の関係機関との情報
共有と連携強化を進めます。また、関連する職員・相談員の資質向上に努めます。

担当課
関係各課 生活文化課

（説明）

42

関
係
各
課

48
49

通し番号

取組状況 担当課評価 今後の課題

配偶者暴力対策庁内連絡会以外にも、生活文化課
による担当者ヒアリングなどの機会を利用して、配
偶者暴力被害者支援に関する詳細な内容について
意見交換を図ることで、より安全で円滑な被害者支
援ができるよう取り組む。

30

―

―

生
活
文
化
課

49

43

数値の指標

配偶者暴力対策庁内連絡会の
開催数

職員向け男女共同参画ニュース
レターの配信回数

被害者の相談支援に関わる職員が集まる機会は貴
重であるため、職員の体制と資質を維持していくた
めには、研修などの学習機会を毎年度確保していく
必要がある。

生
活
文
化
課

配偶者暴力対策庁内連
絡会の同日に配偶者暴
力被害者支援研修を開
催し、連絡会担当者及
び窓口職員に参加して
もらうことができた。外
部の研修に参加する機
会はあるものの、庁内
で研修を行ったことで、
担当職員間の認識の共
有、資質向上を図ること
ができた。

・配偶者暴力対策庁内連絡会を開催し、関係各課の現状や情報管理の
徹底、相談事業などの取り組みについて報告し、情報共有を行った。ま
た、東京ウィメンズプラザの専門員を講師に招いて配偶者暴力被害者支
援研修を行い、相談支援に関する職員の資質向上に努めた。
・健康課で作成した自殺対策リーフレット「気付いていますか？こころの
サイン―あなたのこころ支えるハンドブック―」に男女平等推進センター
の「女性の悩みごと相談」や「女性弁護士による法律相談」などの相談事
業を掲載し、各課窓口等で案内できるようにした。
・職員向け男女共同参画ニュースレターを全庁に配信し、男女平等推進
センターや外部の相談窓口（特に休日や年末年始期間に利用可能）の
紹介を行った。
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

43

Ａ

・配偶者暴力被害者支援のＮＰОの関係者を招いて行われた男女平等
推進センター出前講座に保育園職員が参加し、早期発見や相談窓口に
つなげる対応などについて学んだ。
・配偶者暴力対策庁内連絡会を開催し、関係各課の現状や情報管理の
徹底、相談事業などの取り組みについて報告し、情報共有を行った。ま
た、配偶者暴力被害者支援研修を実施し、被害者対応や加害者対応に
ついて専門的な立場からアドバイスを受けたことで、職員の資質向上に
つながった。
・生活文化課が発行する職員向け男女共同参画ニュースレターを通じ
て、外部の相談窓口（特に休日や年末年始期間に利用可能）の紹介を
行い、各課の窓口対応に役立てている。

42
配偶者暴力の被害者が置かれている状況が複雑
なケースも多くあり、庁内だけでなく、庁外の関係機
関と連携して支援していかなくてはならないことも
多々ある。関係機関が多岐に渡るケースについて
は、情報共有や連携を通常以上に密に行い、対応
する必要がある。

被害者支援の体制や職員の資質を保持するため
の新任職員や窓口担当職員向けの研修機会につ
いて、取り組みを進める。

30数値の指標

職員向け男女共同参画ニュース
レターの配信回数

―

―

―

―

Ａ

関
係
各
課

東京ウィメンズプラザの
専門員によるＤＶ被害
者支援に関する研修
に、庁内連絡会の担当
者や窓口担当者が参加
することができた。関係
各課の担当者が同じ研
修を受けることで、被害
者支援に向けた情報共
有・意識共有ができた。

5
5



１　実績報告　　取組の方向に沿った事業への取組状況の報告 ２　今後の課題 及び 次年度の方向性・目標

通番

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 ― ― ― ― ―

実績値 1 4 1 4 4

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 20 20 19 19 19

実績値 20 20 19 19 19

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

20

・全小・中学校が人権教育の一環として、自他を尊重する教育を行って
いる。
・全小・中学校において、自己肯定感や自尊感情を育むことを目指した
教育活動を意識的・計画的に行い、児童・生徒が互いのよさを認め合う
環境づくりを行っている。
・人権課題「女性」「子供」等を取り上げ、暴力行為は認められないことを
指導している。
・全小・中学校において、道徳等において、いじめに関する具体的な場面
から、いじめられた側、いじめた側の双方の立場から多角的・多面的に
考え、話し合う授業を行った。
・虐待、性暴力等によって児童・生徒が困り感を抱いた際、いつでも相談
できる窓口を周知した。

45

全市立小・中学校で適
切に実施している。

Ａ

児童・生徒の心に迫る具体的な指導について、更に
研究を進める必要がある。
真に困っている児童・生徒の声を聞き漏らすことな
く、対応できる相談窓口を充実させる必要がある。

指
導
室

市立全小・中学校で教員に向けた人権に関する研
修を充実させる。
情報化の進展に主体的に対応できる能力を育成す
ることにより、正しい情報を取捨選択できる力、自
己コントロールできる力を身に付けさせる教育の推
進を図る。

20

A

生
活
文
化
課

令和５年度は「困難な問題を抱える女性への支援
に関する法律」が施行されることから、市職員や市
民への法律の周知と、それに関連した講座を実施
する。

30

30数値の指標

市立全小・中学校で暴力防止に向
けた指導の実施（２０校→１９校）

通し番号 44,45 【令和４年度事業】

目　標 Ⅳ 安心・安全な暮らしの実現

事業

50　メディア・リテラシーの育成
51　暴力の未然防止のための啓発や情報提供

施　策 3 女性や子どもに対するあらゆる暴力の予防と根絶

取組の方向 1

担
当
課

事業
番号

担
当
課

性暴力や児童虐待、ストーカーやデートDVなど、女性や子どもに対するあらゆる暴力の防止
について啓発していきます。

担当課
生活文化課 指導室

性暴力や児童虐待、ストーカー被害の根絶に向けた防止等の啓発

次年度の方向性・目標

・南中学校ＰＴＡに対し、男女平等推進センター出前講座「命の授業 ～からだと未来を大
切にするために知っておくこと～」を実施し、その中でメディアリテラシーやデートＤＶにつ
いても説明し、中学３年生の子どもを持つ保護者に理解してもらうことができた。
・南中学校の２年生を対象とした出前講座「思春期だ！こころとからだの話　健康に育つ
ために知りたいこと」の中で、自分を守るための情報との付き合い方、自他を尊重するこ
との大切さについても話をした。
・女性に対する暴力をなくす運動期間に関連して、男女平等推進センター主催講座「セル
フケア入門」を開催し、DV、性暴力被害の相談、支援につながれていない方に向けて、コ
ロナ禍のDVや性暴力の現状を知り、相談等の支援につなげる機会とした。
・市立保育園の保育士を対象に男女平等推進センター出前講座「相談、必要な支援につ
ながるために～コロナ禍で増えてきたＤＶや虐待・気づくことがはじめの一歩～『子どもた
ちの背景にあるものを思いやる』・・・DVの基本的な理解と、その影響について」を実施し
た。虐待やＤＶ被害等に気が付きやすい立場の保育士に対し、被害に気が付いた際の対
応や情報提供を行うことができた。また、講座をきっかけにＤＶ被害者の保護者を相談に
つなげることもできた。
・男女平等推進センターで作成したデートＤＶ防止リーフレット「これって当たり前？」を市
ホームページに掲載しているほか、男女平等推進センター主催講座でも配布した。
・広報紙、市ＳＮＳを活用し、内閣府の相談事業「ＤＶ相談プラス」やＪＫビジネス・ＡＶ出演
被害の啓発、性暴力ＳＮＳ相談事業「Ｃure Ｔime（キュアタイム）」などの配偶者暴力、性犯
罪・性暴力に関する啓発、相談窓口の周知を年間を通して随時発信した。

44
ＤＶや暴力被害については、当事者が被害にあって
いることに気が付かないことも多いため、子どもの
頃から知識として持ってもらい、被害にあった際に
は正しい行動を取れるようにしておく必要がある。

男女平等推進センター主
催講座や出前講座を通じ
て、子どもから大人まで幅
広い世代に向けて、暴力
の未然防止のための啓発
や情報提供ができた。特
に保育園については、市
立保育園の保育士向けに
講座を行ったことで、全市
立保育園に対し、虐待やＤ
Ｖ被害についての啓発や
情報提供を行うことができ
た。

数値の指標

【参考値】女性や子供に対する暴力
を未然に防ぐための講座開催数

指
導
室

50

45

生
活
文
化
課

50
51

（説明）

44

通し番号

取組状況 担当課評価 今後の課題

―

25
6



１　実績報告　　取組の方向に沿った事業への取組状況の報告 ２　今後の課題 及び 次年度の方向性・目標

通番

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 3 3 3 3

実績値 2 2 1 2 2

目標値 30 15 15 15

実績値 15 15 8 20 14

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 4 4 4 4 4

実績値 4 4 2 2 2

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

労働相談情報センター等との共催事業について
は、内容やテーマについて要望はしているものの、
ここ数年、毎年同じ内容の講座が続いていることが
課題である。
また、市内事業所に対し、直接、周知や啓発、情報
提供ができていないことも課題として認識している。

数値の指標

1

通し番号 46,47 【令和４年度事業】

目　標 Ⅳ 安心・安全な暮らしの実現

事業

52　ハラスメント防止に向けた啓発や情報提供

施　策 4 ハラスメント等の防止対策の推進

取組の方向

担当課評価 今後の課題 次年度の方向性・目標

ハラスメント防止に向けた啓発や情報提供

担
当
課

市内事業所に向け、ハラスメント防止に受けた啓発や情報提供を行います。
担当課

産業政策課 生活文化課
（説明）

46

産
業
政
策
課

52

通し番号

取組状況担
当
課

事業
番号

多くの事業者が集まるその他の機会を活用し、更な
る情報提供に努めること。

・国や東京都が実施する事業についての周知のほか、労働環境や法律・
制度、ワーク・ライフ・バランス等のチラシやリーフレットを窓口にて配置し
た。
・ハローワークや東京しごとセンター多摩と共同で行う就職面接会などの
多くの事業者が集まる機会に、法制度や働き方等に係る様々な資料を
配布し、情報提供を行った。

B

コロナ禍ではあったが、
就職面接会を開催し情
報提供することができ
た。

生
活
文
化
課

52

47

生
活
文
化
課

専門機関と共催で講座
を実施することはできた
が、市内事業者からの
出前講座の応募は無
く、ハラスメント防止講
座の開催にはつながら
なかった。

Ｃ

労働関連講座開催数
4

4

引き続き専門機関と連携して取り組むと共に、産業
政策課とも積極的に情報交換をしながら、市内事
業所に向けた情報提供と啓発を行う。
出前講座については、事業所用チラシを作成する
と共に、産業政策課や商工会と連携しながら、より
丁寧な周知に努める。

30

・労働相談情報センターとの共催事業「パートタイマーの日頃の疑問に
答えます！～法律から労働保険・社会保険、税金まで～」、「７０歳まで
働くために知っておきたい高齢者雇用をめぐる法律知識」を開催し、労働
者だけでなく、関心のある事業所の担当者にも参加してもらえた。
・出前講座は事業所も対象としているため、社員研修などに活用してもら
えるよう、広報紙や市ＨＰ、市ＳＮＳで周知した。
・国、東京都、他市区町村、専門機関等が実施するハラスメント防止に関
する講座等について、男女平等推進センターにチラシ等を配架した。
・産業政策課の担当者と市内事業所向けた周知・啓発、情報提供に関す
る情報交換を行った。

47

情報提供企業

46

産
業
政
策
課

30

3

4

今年度と同様に、チラシによる周知と共に様々な機
関と連携し、情報提供に努める。

数値の指標

情報提供回数

25

41

5
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１　実績報告　　取組の方向に沿った事業への取組状況の報告 ２　今後の課題 及び 次年度の方向性・目標

通番

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 ― ― ― ― ―

実績値 53.3 60.9 未実施 53.3 58.0

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

49.9

若年層や男性には、男女平等推進センターの講座
に参加してもらうだけでなく、連携先を見つけて学
習の機会を提供することも考えていく。

1

・６月１５日号広報紙の１面に「男女共同参画週間」の記事を掲載した。その中
で、「子育て期にある男性の家事・育児時間」「家事・育児の分担」についても情
報提供し、性別役割分担意識の解消について考える機会を与えることができた。
・令和４年度男女共同参画週間キャッチフレーズ「『あなたらしい』を築く、『あたら
しい』社会へ」を踏まえ、男女共同参画週間中に「子育て期にある男性の家事・
育児参加」促進をテーマに市役所１階でパネル展示を実施した。内閣府や市の
アンケート調査結果、データを活用し、視覚的な分かりやすさへの工夫も行っ
た。
・「アンコンシャス・バイアス」や「固定的性別役割意識」などについて学び、自分
らしく生きていくことについて考える「中学生と考える『男らしさ』、『女らしさ』、
『ジェンダー』って？」を自由学園多様性ゼミと共催で開催した。
・令和４年１０月にスタートした「産後パパ育休」を市民に周知するため、１０月１
日号広報紙、市ＨＰ、市ＳＮＳを活用し情報提供した。
・出産を控えた夫婦を対象に、男女平等推進センター主催講座「プレパパ＆プレ
ママ向け『幸福度ＵＰ！チームわが家で考える育休取得』」を開催した。育児・介
護休業法改正や「産後パパ育休」の周知に努めるとともに、家事・育児に夫婦で
協力して取り組むことの必要性や夫婦関係や子どもへの影響などについての認
識を深めてもらった。
・男女平等推進センター主催「シネマｄｅおしゃべり」では、妻が仕事復帰したこと
で育児に奮闘することになった父親を描いた「ダブルシフト　パパの子育て奮闘
記」を上映し、父親の家事・育児の促進に対する意識啓発を行った。

48
あらゆる機会や事業を通じ、老若男女問わず性別
役割分担意識の解消に向けた意識啓発を行ってい
く必要がある。

（説明）
担当課

生活文化課

性別による役割分担意識解消のための啓発

通し番号 48 【令和４年度事業】

目　標 Ⅳ 安心・安全な暮らしの実現

事業

53　ジェンダー平等を推進するための啓発

施　策 5 性を理解し、自他を尊重するための教育の実施

取組の方向

性別役割分担意識から抜け出し、男女が互いを尊重し、ともに自立し、社会的な責任を果た
していくことができるよう、さまざまな機会を通じて意識啓発を行います。

次年度の方向性・目標

A

生
活
文
化
課

中学生やこれから親に
なる人など、幅広い世
代に対し、男女共同参
画や固定的性別役割分
担意識の解消に関する
講座を実施することが
できた。また、男女共同
参画週間に合わせ、広
報紙の１面や展示によ
り、「家事・育児の分担」
について市民に周知す
ることができた。

数値の指標
【参考値】性別によって役割や向き不向きを
決める考え方に反対またはどちらかというと
反対と考える人の割合（％）

担当課評価 今後の課題担
当
課

30

―

48

生
活
文
化
課

53

通し番号

取組状況担
当
課

事業
番号

5
8



１　実績報告　　取組の方向に沿った事業への取組状況の報告 ２　今後の課題 及び 次年度の方向性・目標

通番

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 20 20 19 19 19

実績値 20 20 19 19 19

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

市立全小・中学校における発達
段階に応じた性教育の実施

通し番号 49

担当課

担
当
課

事業
番号

担
当
課

指導室

通し番号

取組状況

【令和４年度事業】

目　標 Ⅳ 安心・安全な暮らしの実現

事業

再31　発達段階に応じた適切な性教育の推進（再掲）

施　策 5 性を理解し、自他を尊重するための教育の実施

取組の方向 2 発達段階に応じた適切な性教育の実施

今後の課題 次年度の方向性・目標

（説明）
ライフステージに応じた望ましい生活習慣や健康づくりの促進に向け、発達段階に応じた適
切な教育・指導を行います。

49

指
導
室

再31

担当課評価

49
・小・中学校における性教育については、学習指導要領に基づいて実施
し、担任と養護教諭が連携して行っている。
・市立全小・中学校が人権教育の一環として、自他を尊重するための教
育を行っている。
・中学校社会科の教科書には、性的マイノリティ、ＬＧＢＴについても取り
上げられている。
・中学校では、体育が男女共修になり、女子にもスラックス型の制服を選
択できるようにした。
・全小・中学校において、男女混合名簿を基本としている。
・人権教育プログラムを活用し、教員向けの研修を行った。

指
導
室

Ａ

全市立小・中学校にお
いて適切に実施してい
る。

30数値の指標

学習指導要領に則り、引き続き、発達段階に応じて
発生する性差に配慮しながら適切に性教育を行う。
更なる授業改善を進め、児童・生徒により正しい知
識と健全な態度が身に付くよう授業の充実を図る。

引き続き、学習指導要領に即して年間指導計画を
作成し、適切に実施する。
各教科の授業だけでなく、学校の教育活動全般に
おいて、男女による性差別のないよう、自他を尊重
することを実体験させていく。

20

205
9



１　実績報告　　取組の方向に沿った事業への取組状況の報告 ２　今後の課題 及び 次年度の方向性・目標

通番

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 20 20 19 19 19

実績値 20 20 19 19 19

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

（説明）

安心・安全な暮らしの実現

事業

再32　HIV／エイズや性感染症の予防、喫煙、薬物乱用の防止に関する教育の充実（再掲）

施　策

取組の方向 3 ＨＩＶ／エイズや性感染症の予防、喫煙、薬物乱用の防止に関する教育の充実

5 性を理解し、自他を尊重するための教育の実施

ＨＩＶ／エイズや飲酒・喫煙・薬物の問題などについて、発達段階に応じた教育を充実しま
す。

通し番号 50 【令和４年度事業】

目　標 Ⅳ

担当課評価 今後の課題 次年度の方向性・目標担
当
課

事業
番号

担
当
課

担当課
指導室

50

指
導
室

再32

通し番号

取組状況

・小学校体育科及び中学校保健体育科でＨＩＶ／エイズや性感染症の危
険性及びその予防に関する教育を行った。
・全小学校で小学校４年生を対象に、健康課の「禁煙キャラバン」を実施
し、喫煙防止教育の推進を図った。
・全小学校（第６学年）及び中学校で「薬物乱用防止教室」を実施し、薬
物乱用防止教育の推進を図った。

50

指
導
室

Ａ

「禁煙キャラバン」「薬物
乱用防止教室」などに
ついて、年間指導計画
に基づいて実施した。

・小学校体育科及び中学校保健体育科の授業改善
を行い、児童・生徒により正しい知識と健全な態度
が身に付くよう授業の充実を図る。
・学習指導と併せて保健指導の充実を図る必要が
ある。
・薬物乱用教室では、学校薬剤師や警察等による
外部講師を活用していく。

地域など外部人材を活用した事業実施を引き続き
行う。

30数値の指標

「禁煙キャラバン」「薬物乱用防
止教室」等の実施（２０校）

20

206
0



１　実績報告　　取組の方向に沿った事業への取組状況の報告 ２　今後の課題 及び 次年度の方向性・目標

通番

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 ― ― ― ― ―

実績値 127 134 182 183 156

目標値 ― ― ― ― ―

実績値 35 34 39 44 45

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 7,500 8,100 7,600 3,000 3,000

実績値 7,827 7,412 2,190 2,235 2,406

目標値 7,000 6,000 6,000 6,000 6,000

実績値 7,744 7,694 6,155 5,288 7,606

目標値 1,500 2,800 800 800 700

実績値 1,676 732 581 830 1,016

目標値 750 750 750 750 750

実績値 734 678 767 676 824

目標値

実績値

通し番号 51-53

取組の方向

【令和４年度事業】

目　標 Ⅳ 安心・安全な暮らしの実現

事業

54　女性の人権を守る相談体制及び各種相談事業の充実
55　相談体制及び各種相談事業の充実

施　策 6 困難を抱える女性等が安心して暮らせるための支援

1 ひとり親家庭への支援

生活の自立と安定を図るため、生活・就労・養育等において、さまざまな課題を抱えやすい
ひとり親家庭等に対し、各家庭の状況に応じた支援を提供します。

担当課
生活文化課

女性の悩みごと相談に
ついては、新型コロナウ
イルス感染症の感染対
策を行いながら実施す
ることができた。また、
法律相談では、男性が
苦手な方や男性には相
談しにくい問題などを安
心して女性弁護士に相
談してもらうことができ
た。

数値の指標

126

―

34

新型コロナウイルス感染症の感染拡大状況を見つ
つも、対面での相談を行っていくなど、徐々にコロナ
前の体制に戻し実施していく。ただ、コロナ前には
電話相談を実施していなかったが、相談者がより相
談しやすいよう、電話相談は継続して行っていく。

30

―生
活
文
化
課

※法律相談は、Ｒ１までは３枠、Ｒ２からは４枠で実
施。ただし、Ｒ２はコロナのため実施できない月が
２ヶ月あった。

【参考値】女性の悩みごと相談
（件数）

【参考値】女性弁護士による法律相
談（件数）

Ａ

児童青少年課 関係各課
（説明）

通し番号

取組状況 担当課評価 今後の課題 次年度の方向性・目標

52

児
童
青
少
年
課

55

担
当
課

事業
番号

担
当
課

51

生
活
文
化
課

54

・女性の悩みごと相談事業については、週１回１日あたり４枠で実施した。また、
新型コロナウイルス感染症感染拡大対策として、電話相談を基本としたが、自宅
から電話をかけづらい方に配慮して、市役所の相談室からカウンセラーと内線電
話でつなぐ方法も引き続き実施した。女性の悩みごと相談の中には、夫からのＤ
Ｖ等により離婚を望んでいるという相談も多いが、継続して丁寧に相談に応じる
ことで、離婚に踏み切ったケースや離婚後も安心して生活できるようになった
ケースも数多くある。
・女性弁護士による法律相談については、月１回４枠で実施した。市民相談より
も１５分長く相談することができるため、より丁寧に相談にあたることができてい
る。
・市民相談・施設係担当の人権身の上相談数については、年間４８枠中、１３件
の相談があり、うち、１１件が女性からの相談であった（特設相談含む）。人権身
の上相談以外についても、常時、男女共同参画係と連携を図りながら相談業務
にあたっている。
・離婚を望んでいる女性で子どもがいる方については、市の相談窓口の他に、法
律相談や仕事や暮らし、心の相談まで総合的に行っている東京都ひとり親家庭
支援センターはあと、はあと多摩の相談窓口やその他支援団体についても情報
提供した。
・公共施設が閉鎖される年末年始に備え、住居、就労、生活、ＤＶについて年末
年始でも相談できる公共機関の窓口情報を市ＳＮＳで発信した。
・市職員に対しても庁内ニュースレターで年末年始の相談窓口できる窓口を周知
した。

51
女性の悩みごと相談は、令和３年度と同じ相談枠であったにもかか
わらず、相談件数が２７件減ってしまった。その原因としては、キャ
ンセルが令和３年度が１８件だったのに対し、４年度が４４件であっ
たことが考えられる。子ども・本人の体調不良によるものもあった
が、相談員によると他の自治体も同様であるらしく、コロナが落ち着
きを見せはじめ、気持ちが他のものに向き始めたのではないかとの
ことであった。いずれにしても、当日のキャンセルを極力減らせるよ
う、検討していく必要がある。

※女性の悩みごと相談は、Ｒ１は３枠、Ｒ２は５枠（５
月中旬より）、Ｒ３からは４枠で実施。

5,811

30

1,600

2,727

750

785

【相談体制及び各種相談事業の充実（子ども家庭支援センター）】
・地域における子育て支援の拠点として、子育てに対する情報提供や相
談、支援を適宜行った。気軽に相談できる相談員が常駐しており、必要
に応じて他機関の相談窓口の紹介を行った。また、定期的な育児講座
の実施や地区組織活動の支援により、地域の子育て力の向上を目指し
ている。
・令和４年度より多胎ピアサポート事業（多胎児の交流会）を実施してい
る。
【相談体制及び各種相談事業の充実（助成支援係）】
・ひとり親家庭等に対して経済的なこと、家族関係に関わること、精神面
での悩みなど生活全般について相談を受け、助言、各種制度の紹介、専
門窓口との連携によりひとり親家庭等の自立の支援を行った。
・相談者の状況に配慮し、相談後のフォローを行った。また、パンフレット
や市ＨＰを改訂し、制度の周知に努めた。

52
【子ども家庭支援センター】子ども家庭支援センターでは、地区組織
活動の支援も行っているが近年子育てサークルの立ち上げ等は少
ないため、積極的な働きかけが必要である。
【助成支援係】
各制度が複雑化してきているが、その内容について職員が十分に
理解し、丁寧に支援を行うことが求められる。また、国のコロナ対策
が変わり、今後ひとり親家庭等へ影響が波及する可能性があるの
で、配慮が必要である。

助成支援係では、相談
員が常駐することによ
り、相談体制が確保さ
れ、迅速な対応が図れ
ている。母子家庭・父子
家庭ともに状況に応じ
たアフターフォローを行
うことができた。

A

【子ども家庭支援センター】引き続き子ども家庭支援センターの
周知を行い、利用者の増加を図り身近な相談窓口として多くの
市民に認識してもらうようにする。
【助成支援係】
引き続き母子・父子自立支援員が、相談者一人ひとりに寄り
添って、丁寧に支援を行っていく。難しいケースや制度改正等
への対応は、関連機関や他自治体と連携をしながら進めてい
く。

児
童
青
少
年
課

数値の指標

子ども家庭支援センター利用者
数

地域子ども家庭支援センター上
の原利用者数

地域子育て支援センターはこぶ
ね館利用者数

母子・父子自立支援員の相談回
数

7,600

8,863

7,100

6
1



通番通し番号

取組状況 担当課評価 今後の課題 次年度の方向性・目標担
当
課

事業
番号

担
当
課

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 ― ― ― ― ―

実績値 ― ― 4 4 4

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

53

関
係
各
課

55

職員向け男女共同参画ニュース
レターの配信回数

・ひとり親家庭に対する相談については、生活、就労、養育費等内容が
多岐に渡るため、各課が連携しながら対応している。
・東京都ひとり親家庭支援センター はあとでは、上記相談の他、離婚前
後の法律相談や面会交流支援、グループ相談会等幅広く対応している
ため、このような外部専門支援機関とも連携しながらサポート体制を取っ
ている。
・各課の連携に際しては、生活文化課が発行する職員向けのニュースレ
ターを参考に各種相談窓口情報の共有を行っている。
・一般的に、相談は１回では終わらず継続するものであるため、必要に
応じて各課担当者間でで連携しながら相談対応を行っている。複数の相
談を同時並行で受けている場合は、特に密な連携を心掛けている。

53

関
係
各
課

数値の指標

相談情報の共有、外部
専門支援機関の案内、
複合的な相談ケースへ
の対応など各課で連携
して取り組んだ。

ひとり親家庭に関連する相談支援、特に複合的な
相談の場合、各課の相談が並行して行われることも
あり、日常的な連携が必要である。庁内連携を保っ
ていくことが重要である。

庁内連携のためにも情報共有は重要であるが、そ
れだけではなく、関係各課職員が参加できる研修
のような学習機会についても取り組みを進めてい
く。

―

Ａ

30

―

6
2



１　実績報告　　取組の方向に沿った事業への取組状況の報告 ２　今後の課題 及び 次年度の方向性・目標

通番

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 20 20 19 19 19

実績値 20 20 19 19 19

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 ― ― ― ― 12

実績値 1 3 4 12 12

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

生
活
文
化
課

・若年層を対象とした講座としては、男女平等推進センターと自由学園多様性ゼミの共催
で、「＜３回シリーズ＞『自分らしく』いきやすい社会へ」を開催した。「第１回 中学生と考え
る「『男らしさ』『女らしさ』、『ジェンダー』って？」「第２回　中学生と考える「『普通』って？」
「第３回 『自分らしく』いきやすい社会へ」をテーマに実施した。参加者には、「アンコンシャ
ス・バイアス」や「固定的性別役割分担意識」などについて学び、自分らしく生きるとは何
かを考えてもらう機会とした。
・南中学校の２年生を対象とした出前講座「思春期だ！こころとからだの話　健康に育つ
ために知りたいこと」を実施した。助産師から思春期の心と体の変化、自分を守るための
情報等について話をしてもらった。
・男女平等推進センター主催で、ひきこもりなどの生きづらさを抱えた女性向けの事業「つ
ながるカフェ」を毎月１回開催した。安心できる居場所を提供すると共に、相談窓口の紹
介なども行った。
・男女平等推進センターで作成したデートＤＶ防止リーフレット「これって当たり前？」を市
ＨＰに掲載しているほか、男女平等推進センター主催講座でも配布した。
・広報紙、市ＳＮＳを活用し、内閣府の相談事業「ＤＶ相談プラス」やＪＫビジネス・ＡＶ出演
被害の啓発、性暴力ＳＮＳ相談事業「Ｃure Ｔime（キュアタイム）」などの配偶者暴力、性犯
罪・性暴力に関する啓発、相談窓口の周知を年間を通して随時発信した。
・外国人への各種手続き・相談等の支援については、各課での窓口対応や各種事業、外
国人向け印刷物の作成等にあたり、外国語通訳や翻訳のボランティア派遣を行ったほ
か、庁内窓口等で活用する翻訳機の各課への貸し出しを実施した。また、地域活動団体
と協働し、通年で在住外国人のための日本語教室を実施した。

55

A

自由学園多様性ゼミと
の共催事業や南中学校
への出前講座など、中
学生を対象に事業を実
施することができた。ま
た、「つながるカフェ」の
継続開催、中学生の保
護者向けの出前講座、
リーフレットによるデート
ＤＶの啓発、相談窓口
の周知など、若年層に
向けた啓発を幅広く行う
ことができた。

自由学園多様性ゼミとの共催講座は中学生を対象に実
施したが、集客に苦労した。また、ＬＧＢＴＱ当事者に講師
を務めていただいた第２回目については、「中学生は、講
座に出席することで当事者だと思われるのではないかと
いう不安があり、会場には行きづらいのではないか」とい
う意見もあったため、講座の内容によっては匿名性を保
つためオンラインでの開催も検討する必要がある。

4

引き続き、子どもや若者を対象とした講座を実施
し、男女共同参画に関する啓発や各種相談窓口の
周知に努める。また、「つながるカフェ」については、
令和５年度も継続して月１回（８月は除く）開催して
いく。
外国人への支援についても、引き続き行っていく。

30

―

数値の指標

【参考値】ひきこもりなどの生きづら
さを抱えた女性向け事業の実施数

58
指
導
室

55

54

59

生
活
文
化
課

通し番号 54-57

障害福祉課

取組状況 担当課評価

目　標 Ⅳ 安心・安全な暮らしの実現

事業

（説明）

担
当
課

事業
番号

担
当
課

だれもが地域で自立し、安心して暮らせるよう、各種相談支援の充実を図るとともに、相談機
関の周知や連携を進めます。

通し番号

施　策 6 困難を抱える女性等が安心して暮らせるための支援

取組の方向 2
若年者、高齢者、障害者、外国人等、困難を抱える女性が安心して暮らせるための支
援

60　障害者に対する就労自立支援
59　若年層を対象とした啓発

【令和４年度事業】

今後の課題 次年度の方向性・目標

担当課
指導室 生活文化課 福祉総務課

56　相談体制及び各種相談事業の充実
57　自立した生活を送るための就労支援の推進
58　子ども、若者の自立に向けた力を高める取り組み

54
相談支援の充実を図るとともに相談機関の周知や
連携の推進について、引き続き行う。

市主催の連絡会等を通して、関係機関との連携を
強化するとともに、新型コロナウイルス感染症拡大
防止に伴って制限のあった対面での周知につい
て、機会の拡充を図る。

30数値の指標

・教育課程に「ＳＯＳの出し方に関する教育」の実施を位置付けるとともに、「夏季
休業中の生活指導について」において、教職員はもとより、家庭、地域、関係機
関等との共通理解を図り、児童・生徒の「ＳＯＳを受け止め、支援する力」の研鑽
を目指すように指導した。
・校長講話、学級指導等の機会を捉え、全ての児童・生徒を対象として、「不安や
悩みを抱えたときに、身近にいる信頼できる大人に相談することの大切さ」につ
いて、全教職員が計画的に指導を行うように指導した。
・保護者向けリーフレット「『どうしたの？』一声かけてみませんか～子供の不安
や悩みに寄り添うために～（令和２年９月、東京都教育庁指導部・地域教育支援
部）」等を活用して、 保護者や地域に対して、学校だよりや学校ホームページ等
により、 夏季休業中の家庭における児童・生徒の見守りについて依頼するととも
に、児童・生徒に少しでも気になる様子が見られる場合は、学校や相談機関に相
談するよう周知するなど、学校・家庭・地域の連携による「子供が安心して相談で
きる環境」を構築するように指導した。
・教職員や保護者にも相談することができない悩みを相談する手段として、児
童・生徒向け「こどもの人権SOSミニレター」を保健室や職員室などの目に留まり
やすい場所に設置し、子どもの悩みを的確に把握し、子どもをめぐる様々な問題
に関係機関と連携しながら対応できるようにした。

Ａ

家族の在り方や地域との関わりに
ついて学習指導を行っている学校

20

20

相談支援の充実を図る
とともに相談機関の周
知や連携を推進したた
め。

指
導
室

6
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通番

取組状況 担当課評価担
当
課

事業
番号

担
当
課

通し番号

今後の課題 次年度の方向性・目標

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 ― 22 22 22 22

実績値 23 3 4 9 17

目標値 ― 10 10 10 10

実績値 8 9 12 17 14

目標値 ― 10 10 10 10

実績値 13 23 6 6 6

目標値

実績値

目標値

実績値

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 3,000 3,000 3,000 3,000 3,000

実績値 2,986 3,487 3,030 2,864 2,831

目標値 29 30 30 30 30

実績値 29 31 26 40 39

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

・従前より実施している関係部署への相談事業の周知を引き続き実施
し、支援対象者の把握に向けたアウトリーチ機能を高めている。
・相談者の事情に応じて、円滑に対応できる職員が対応する等、性別に
かかわらず相談がしやすい体制を構築している。
・ＤＶ被害者ケース等は、関係機関と連携して相談・支援にあたってい
る。
・生活保護世帯及び生活困窮者世帯に対する就労支援を実施しており、
ハローワークを活用するとともに、世帯の状況に応じて、就労支援員の
面接同行など、自立に向けた支援を行っている。

56
様々な制度の活用についての助言や就労に向けて
の支援等、経済的自立に向けた支援に限らず、就
労を阻害する要因の一つである心理的な側面から
のサポートに向けた支援につなげていく。
また、引き続き関係機関・関係各課との連携を強化
していく。

相談を必要とする世帯へ情報が適正に渡るよう、
関係機関・関係各課と情報共有しながらアウトリー
チを行っていくとともに、当課からも各相談窓口へ
の連携を図っていく。
心理的側面からのサポートに向け、ケースワーカー
や支援員が必要な支援を行い、時には医療機関へ
の連携も含めた対応を図っていく。

数値の指標

生活保護相談件数のうち母子世
帯の件数（延べ件数）

自立相談支援のうち母子世帯の
相談件数（実件数）

生活保護受給者等就労自立促
進事業に繋いだ母子世帯の数

福
祉
総
務
課

関係機関、関係各課と
連携し、生活に困窮す
る母子・父子世帯の相
談窓口として一定程度
円滑に対応しているとと
もに、経済的自立に向
けた就労支援も円滑化
が図られている。しかし
ながら、心理的な側面
からの就労阻害につい
て、より一層の円滑化と
迅速対応が求められて
いるため。

30

―

9

B

―

22

―

10

障
害
福
祉
課

60

57

福
祉
総
務
課

56
57

56

30

B

障
害
福
祉
課

「しごとフェア」では、障
害者が就労相談に来ら
れたり、参加事業所に
通所している利用者が
相談ブースで来場者を
対応するなど、障害者
の就労にも一定の効果
があった。
相談支援件数及び新規
就労者数のいずれも前
年度と比較して減少し
てしまった。

・就労支援室「さいわい」「あおぞら」の設置により障害者の一般就労に
関する相談支援体制を強化し、新規就労者の増加につなげている。ま
た、就労継続のために定着支援も行い、就労の定着に力も入れている。
・就労相談・就労支援の担当に女性職員が配置されており、女性も利用
しやすい環境に配慮している。
・障害特性に合わせた幅広い働き方ができるよう他団体と連携し、短時
間勤務の地域開拓を進めている。
・利用者の状況に応じて関係各課と連携を行っている。
・「雇用促進パネル展」を開催し、作業所での活動の様子などを展示しつ
つ、障害者施設への優先調達の促進を図った。
・障害者雇用に取り組む企業への継続的な助言、支援等実施している。
・求人を募集している市内事業所が集まり、合同就職相談会「しごとフェ
ア」を開催し、障害福祉の雇用促進に取り組んだ。

57

相談者のうち一般就労した人

・各就労支援関係機関の連携や情報共有のための
ネットワークの強化
・障害福祉課内を含む地域での職場体験の場や就
労先の開拓
・短時間雇用の促進

数値の指標

相談支援件数

市内企業に障害者雇用についてより一層理解を深
め、雇用に向けたきっかけを作る。また、職場体験
の場として実習生を受け入れてくれる企業を探し働
きかけを行う。また、障害者雇用に関するイベントを
より充実させる。

3,000

3,823

30

34
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１　実績報告　　取組の方向に沿った事業への取組状況の報告 ２　今後の課題 及び 次年度の方向性・目標

通番

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 ― ― ― ― ―

実績値 8 2 2 1 0

目標値 ― ― ― ― ―

実績値 0 2 0 0 0

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

通し番号 58,59

次年度の方向性・目標担
当
課

事業
番号

担
当
課

災害用備蓄品の準備など、日頃の防災対策に男女双方の視点を活かすとともに、災害時に
は男女の異なったニーズを把握した避難所運営ができるよう対策を進めるため、女性防災
リーダー育成のための取り組みを行います。 担当課

防災防犯課

【令和４年度事業】

目　標 Ⅳ 安心・安全な暮らしの実現

事業

61　防災活動への男女共同参画の推進

施　策 7 男女共同参画の視点を生かした防災と地域づくり

取組の方向 1 防災分野における男女共同参画の啓発

（説明）
生活文化課

58

防
災
防
犯
課

61

通し番号

取組状況 担当課評価 今後の課題

30

生
活
文
化
課

61

【参考値】防災関連講座開催数
H29は沿線３市事業含む

【参考値】防災関連の非主催事業へ
の協力

防災分野における男女共同参画の啓発について
は、様々な取り組みを行えている年とそうでない年
でばらつきがあるため、女性防災リーダー育成の取
り組みも含め、継続的に実施していく必要がある。

生
活
文
化
課

男女共同参画担当職員
が積極的に研修に参加
し、防災活動において
男女共同参画を進める
ための知識や情報を得
ることができた。
防災関連の講座につい
ては、出前講座も含め
実施することができな
かったため、来年度の
課題としたい。

・内閣府男女共同参画局主催「防災分野における女性の参画促進に関
する地方公共団体職員向け研修『女性の意見を吸い上げる体制づくり』」
に男女共同参画担当職員が参加した。防災分野への女性の参画を促進
し、男女共同参画の視点を防災に取り入れるため、他自治体の取り組み
事例について学んだ。
・大規模災害発生時に全国の男女センターから物資、人、情報等が的確
に提供・支援される体制を形成するために設置されている「相互支援ネッ
ト」が実施した講義と動作確認訓練に参加した。熊本地震の際に、どの
ように相互支援ネットワークが活かされたのか、担当職員の話を通じて
学ぶことができた。
・新任職員フォロー研修の中で、内閣府男女共同参画局が作成した資料
を用いながら、防災における男女共同参画の視点を取り入れることの重
要性について男女平等推進センターコーディネーターより話をした。
・第４次男女平等推進プラン策定にあたり、「防災会議の委員に占める
女性の割合」「消防団員に占める女性の割合」等について、防災防犯課
と密に調整した。

59

数値の指標

59

Ｂ

―

1

防災における女性リーダーの育成のためには、継
続的な支援が必要であるため、防災防犯課と連携
しながら具体的な取り組みを進めていきたい。ま
た、こどもや親子を対象とした講座についても検討
していきたい。

30

―

4

訓練等、実地での啓発
を再開し、女性参画の
視点を取り入れた避難
所開設訓練を実施する
など取り組みを進めら
れた。

・新型コロナウイルス感染症の影響から避難所運営連絡会の開催はほ
とんど中止となったが、自治会主催の訓練や市への講演依頼なども再
開され、避難所運営における女性参画の視点を取り入れることの重要性
の働きかけを行った。
・市主催で行った総合水防訓練及び総合防災訓練では、避難所開設訓
練も併せて実施し、「授乳スペース」や「おむつ交換スペース」の確保や
女性が更衣室としても活用できる「プライベートルームの設営」を行うなど
女性参画の視点も取り入れた訓練を行った。

B

防
災
防
犯
課

58
女性リーダーが活躍できる地域防災力の基盤強化
が今後の課題である。

数値の指標

引き続き、自治会の訓練等へ積極的に参加し、防
災対策や避難所運営における女性参画の啓発を
進める。また、新型コロナウイルス感染症の影響に
より活動が滞っていた避難所運営連絡会を再開す
るとともに女性の参加を呼びかけ、女性リーダーが
活躍できるよう環境整備を図る。

6
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１　実績報告　　取組の方向に沿った事業への取組状況の報告 ２　今後の課題 及び 次年度の方向性・目標

通番

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 ― ― ― ― ―

実績値 14 9 14 18 14

目標値 ― ― ― ― ―

実績値 0 0 0 0 0

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

通し番号 60 【令和４年度事業】

目　標 Ⅳ 安心・安全な暮らしの実現

事業

62　防災分野の意思決定への女性の参画拡大

施　策 7 男女共同参画の視点を生かした防災と地域づくり

取組の方向 2 防災分野における女性活躍の推進

次年度の方向性・目標

防
災
防
犯
課

防災会議委員における
女性の割合は、外的要
因により前年から比較
して減少する結果となっ
たが、女性委員の参画
を促すため積極的に働
きかけを行った。

担
当
課

防災分野の意思決定段階への女性の参画を拡大するため、審議会委員等における女性比
率の向上に努めます。

担当課
防災防犯課

・市の防災施策は、東久留米市防災会議が定める地域防災計画をもと
に実施している。防災会議では、女性の視点を防災の施策に反映できる
よう、学識経験者等の選出枠では男女平等推進市民会議の会長を委嘱
するなど、女性委員に参画してもらう取り組みを行っている。令和２年度
の答申を受け、課内でもより積極的な取り組みを検討した結果、令和３
年度の防災会議委員における女性の割合は１８％に増加したが、令和４
年度は人事異動により女性委員が１名減少し１４％となった。
女性委員の参画を促すため、今後任期満了となる委員について、所属
の団体へ女性委員を優先的に任命いただくよう働きかけを行った。
・女性消防団員の受け入れ態勢の整備にあたり、女性消防団員に配慮
した詰所の改修、平時及び災害時の女性消防団員の役割・活動内容の
検討などの課題がある。現在、女性団員を導入している市から女性団員
の活動内容などの情報収集を行っており、今後も女性団員の加入促進
の実施に向け、調査・研究していく。

60
今後も、条例の範囲内で防災会議に女性委員とし
て委嘱できるよう取り組みを続ける。
消防団に女性を参画させるための、調査研究につ
いては引き続き行っていく。

B

（説明）

60

防
災
防
犯
課

62

通し番号

取組状況 担当課評価 今後の課題担
当
課

事業
番号

女性消防団員数

数値の指標

防災会議委員における女性の
割合

―

9

防災施策全般に女性の視点を取り入れていく一方
で、あらゆる防災分野で、女性の参画を推進してい
く必要がある。防災会議及び消防団等、男性が主と
なりやすい分野ではあるが、担当課で可能な範囲
で、避難所運営等も含め女性の参画を促していく。

―

0

30

6
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１　実績報告　　取組の方向に沿った事業への取組状況の報告 ２　今後の課題 及び 次年度の方向性・目標

通番

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 2 2 2 2 2

実績値 2 2 2 5 10

目標値 未設定 1 1 1 1

実績値 未設定 0 4 4 4

目標値 ― ― ― ― 　―

実績値 0 38 184 91 1,009

目標値

実績値

目標値

実績値

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

数値の指標

・広報紙、市ＨＰ、市ＳＮＳ等の様々な媒体により、男女共同参画の正しい理解促
進のための広報・啓発活動を行った。
・公募の市民編集委員が取材・編集に携わる男女共同参画情報誌『ときめき』を
年２回発行した。６８号では、「ちょっと本を読んでみる？意識をアップデー
ト！！」、６９号では「近隣５市でくらべてみましたジェンダー平等」を特集し、市Ｈ
Ｐにも掲載した。
・６月１５日号広報紙の１面に「男女共同参画週間」の記事を掲載した。その中
で、「子育て期にある男性の家事・育児時間」「家事・育児の分担」についても情
報提供し、性別役割分担意識の解消について考える機会とした。
・令和４年１０月にスタートした「産後パパ育休」を市民に周知するため、１０月１
日号広報紙、市ＨＰ、市ＳＮＳを活用し情報提供した。
・令和４年度男女共同参画週間キャッチフレーズ「『あなたらしい』を築く、『あたら
しい』社会へ」を踏まえ、男女共同参画週間中に「子育て期にある男性の家事・
育児参加」促進をテーマに市役所１階でパネル展示を実施した。内閣府や市の
アンケート調査結果、データを活用し、視覚的な分かりやすさへの工夫も行っ
た。
・「アンコンシャス・バイアス」や「固定的性別役割分担意識」などについて学び、
自分らしく生きていくことについて考える「中学生と考える『男らしさ』、『女らし
さ』、『ジェンダー』って？」を自由学園多様性ゼミと共催で開催した。

―

37

市ＨＰページビュー数
※1ヶ月あたり上位1,000件のみ集計されるため、それに該当
しない月は実際にページビューされたとしても0件となる。

広報紙への男女共同参画情報
の掲載数（講座情報を除く）

庁内向けニュースレターの発行
数

数値の指標

広報紙、市ＨＰ、市ＳＮ
Ｓなど、様々な媒体によ
り、男女共同参画の正
しい理解促進のための
広報・啓発活動を行うこ
とができた。
自由学園との共催事業
では、中学生を対象に
事業を実施し、若年層
に向けて多様性を認め
合える社会について考
える機会を提供すること
ができた。

生
活
文
化
課

2

2

未設定

未設定

30

61

A

男女共同参画情報誌「ときめき」の発行部数が１号
につき４,０００部から３００部に減少したため、いか
に市ＨＰから閲覧してもらうかを今後も検討していく
必要がある。

市ＨＰの男女共同参画に関する情報を充実させて
いく。また、『ときめき』をより多くの市民に読んでも
らえるよう、市ＨＰから閲覧してもらう方法等につい
て、編集委員とともに検討していく。

61

生
活
文
化
課

63
64
再
53

通し番号 61-63 【令和４年度事業】

目　標 Ⅴ 男女共同参画社会の実現に向けた社会基盤の整備

事業

63　啓発資料等の発行及び広報誌活用の充実
64　啓発資料等の発行及び広報誌活用の充実

施　策 1 男女共同参画社会に対する理解促進
65　男女共同参画に関する資料の提供
再53　ジェンダー平等を推進するための啓発（再掲）

取組の方向 1 男女共同参画の正しい理解の促進

通し番号

取組状況 担当課評価 今後の課題 次年度の方向性・目標担
当
課

事業
番号

担
当
課

市民一人ひとりが、その多様性を認め合える社会に向け、さまざまな手段による広報・啓発
活動を行うとともに、男女共同参画の視点から市刊行物等への配慮を進めます。

担当課
生活文化課 秘書広報課 図書館

（説明）

62

秘
書
広
報
課

63

30

職員のＣМＳ操作技術は一定程度定着したと考え
るため、今後はＣМＳ操作が未経験となる新任職員
を中心とした研修を行っていく。

・男女共同参画社会についての幅広い理解と促進に向けて、広報紙・
ホームページなどの編集に取り組んだ。内閣府「男女共同参画の視点か
らの公的広報の手引」や「男女共同参画の視点からの表現ガイドライン
～考えてみよう！その表現！！～」（熊谷市）をもとに、固定概念にとら
われず、男女共同参画の視点に配慮した内容となるよう心がけた。
・多様な受け手に届くように職員ＣМＳ（コンテンツ・マネジメント・システ
ム）研修をアクセシビリティ（近づきやすさ、利用しやすさ）を中心に行っ
た。令和３年度はオンライン開催であったが、令和４年度は対面開催に
することで、アクセシビリティ、男女共同参画への理解をより一層意識し
てもらうことができた。また、ＳＮＳ（市公式ツイッター・フェイスブックなど）
での情報提供についても、引き続き実施した。

62
多様な受け手に届くようにするには、職員各自が多
様な受け手の存在を理解することと、アクセシビリ
ティへの配慮に対する更なる知識の向上が必要と
なる。

A

秘
書
広
報
課

広報紙・ホームページ
などの編集において、
男女共同参画の考え方
に配慮した編集をする
ことができた。

6
7



通番通し番号

取組状況 担当課評価 今後の課題 次年度の方向性・目標担
当
課

事業
番号

担
当
課

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

30

引き続き選書に男女共同参画の考え方を反映させ
たい。また、男女平等推進センターと連携しながら
事業を実施していきたい。

・東京都による５月のリバウンド警戒期間の解除、国による９月のWithコ
ロナの新たな段階への移行に向けた見直しを受け、コロナ前の運用に近
づける緩和措置を行いながら事業を実施した。
・コロナ禍における働き方の多様化、ジェンダーやハンディキャップ、不安
定な社会状況など、今の社会を知り、個々の選択を助ける資料の収集に
努めた。
・男女平等推進センターの受入図書を図書館システムに登録した（登録
数35冊、蔵書数1,563冊）。また、男女平等推進センターの蔵書目録を作
成した。
・男女平等推進センター協力の下、展示図書の選定を行い、10月10日～
30日に国際男性デー、3月1日～30日に国際女性デーの展示、それらの
翌月に展示図書のブックリストを各館で配布した。なお、国際男性デーの
各館のテーマは、中央「仕事・働き方」、滝山「健康」、ひばりが丘「子育
て」、東部「男性の生き方」、国際女性デーの共通テーマは「her/histoｒｙ
バトンをうけつぐ」、各館のテーマが、中央「写真・イラストで見る女性た
ち」、滝山「女性の可能性」、ひばりが丘「声を上げる」、東部「表現」であ
る。
・東京ウィメンズプラザの事業であるＬＩＮＥ相談「ささえるライン＠東京」の
ＰＲカードを館内に設置した。
・男女共同参画研修（市独自研修）に館長が出席した。

男女共同参画に関する資料を手に取ってもらえるよ
う、展示やブックリストの配布以外の方法も実施で
きるとよい。Ｂ

図
書
館

指定管理制度による全
館一括での運用が２年
目となり、男女平等推
進センターと指定管理
者が連携してより円滑
な事業運営ができた。
また、前年度の実績を
踏まえ、男女共同参画
の視点を選書の考え方
に反映できた。

63

数値の指標

図
書
館

65

63

6
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１　実績報告　　取組の方向に沿った事業への取組状況の報告 ２　今後の課題 及び 次年度の方向性・目標

通番

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

30数値の指標

取組の方向 1

施　策 2 男女共同参画に関する調査・研究、情報の収集・提供

Ⅴ 男女共同参画社会の実現に向けた社会基盤の整備

事業

66　関係法令や各種制度等の周知

男女共同参画に関する法令等や男女共同参画実現に向けた各種制度等の情報収集
と提供

通し番号 64

担
当
課

男女共同参画社会の実現に向けた関連法令や各種制度の情報をタイムリーに収集し、広く
周知していきます。

担当課
生活文化課

【令和４年度事業】

目　標

今後の課題 次年度の方向性・目標

64

（説明）

・令和４年１０月にスタートした「産後パパ育休」を市民に周知するため、１０月１
日号広報紙、市ＨＰ、市ＳＮＳを活用し情報提供した。
・出産を控えた夫婦を対象に、男女平等推進センター主催講座「プレパパ＆プレ
ママ向け『幸福度ＵＰ！チームわが家で考える育休取得』」を開催し、育児・介護
休業法改正や「産後パパ育休」の周知に努めた。
・男女共同参画情報誌「ときめき」に、「第４次男女平等推進プラン」や「産後パパ
育休」についての記事を掲載し、情報提供を行った。
・東京都労働相談情報センターとの共催事業「多様な働き方セミナー『パートタイ
マーの日頃の疑問に答えます！～法律から労働保険・社会保険、税金まで～』」
を開催し、主にパートタイマーとして働く方に各種法制度の周知を行った。また、
シニア世代に特化した「７０歳まで働くために知っておきたい高齢者雇用をめぐる
法律知識」も共催で開催した。
・男女共同参画社会の実現には、市の職員が関連法令や各種制度を正しく理解
する必要があるため、「新任職員フォロ－研修」において、市の男女共同参画施
策や女子差別撤廃条約、男女共同参画社会基本法、女性活躍推進法、第５次
男女共同参画基本計画等について男女共同参画係長や男女平等推進センター
コーディネーターが講義した。
・国、東京都、他区市町村、専門機関等からの男女共同参画社会の実現に向け
た関連法令や各種制度の情報やセミナー等の案内を男女平等推進センターに
配架した。

生
活
文
化
課

Ａ

対象者が限られた内容の場合には、関連する部署
や機関と連携して確実な情報提供に努める。
広く周知をしていくことが必要な法令・制度等につい
ては、男女共同参画情報誌、広報紙や市ＳＮＳを活
用し、必要な方へ必要な情報が届くよう、発信頻度
を上げていく。

64

男女共同参画に関する法
令や制度の情報収集に努
めるとともに、あらゆる機
会を活用しタイムリーに発
信することができた。ま
た、１０月にスタートした
「産後パパ育休」について
も、講座、男女共同参画情
報誌、広報紙、市ＨＰ、市
ＳＮＳなど、様々な媒体に
より周知することができ
た。

男女共同参画社会の実現のためには、タイムリー
に情報収集し、講座や男女共同参画情報誌、広報
紙、市ＳＮＳ等あらゆる媒体を活用し、市民・事業者
等必要な方へ必要な情報を効果的に周知していく
必要がある。

生
活
文
化
課

66

通し番号

取組状況担
当
課

事業
番号

担当課評価

6
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１　実績報告　　取組の方向に沿った事業への取組状況の報告 ２　今後の課題 及び 次年度の方向性・目標

通番

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 100 100 100 100 100

実績値 97 96.24 0 0 0

目標値 100 100 100 100 100

実績値 97 86.27 0 0 0

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

通し番号 65-69 【令和４年度事業】

目　標 Ⅴ 男女共同参画社会の実現に向けた社会基盤の整備

事業

67　男女混合名簿の使用
68　家庭と一体となった男女平等教育をすすめるための情報提供

施　策 3 男女共同参画への意識を育む教育の実施
69　教育及び保育等に携わる者への男女平等に関する啓発、研修の充実
70　保育実施上の配慮

取組の方向 1 学校、地域、家庭における男女共同参画意識を育む教育
71　学習機会や情報の提供
72　キャリア教育の充実

男女共同参画についての正しい理解を持つ指導者の養成に努め、学校、地域、家庭におい
て、性別にとらわれず、生きる力、学ぶ力、働く力をはぐくむ教育を進めます。

再59　若年層を対象とした啓発
73　女性教員に対する管理職試験への受験奨励

通し番号

取組状況 担当課評価 今後の課題 次年度の方向性・目標担
当
課

事業
番号

担
当
課

・保育士等への男女平等に関する研修・啓発の充実に努めている。ま
た、受講者が園に内容をフィードバックし、他の職員の参加意欲の向上
を図っている。
・保育所保育指針に基づいて、子どもの性差や個人差にも留意しつつ、
性別などによる固定的な意識を植え付けることがないように、人権に配
慮した保育を心がけ、一人一人の可能性を伸ばし、自己実現を図ってい
くことに努めている。
・令和４年度は男女平等推進センターで実施する「男女共同参画 出前講
座」を活用し、大変好評であった。次年度以降も活用を検討している。
・子育ての中で成長の個人差等で悩む保護者の相談に職員が対応でき
るよう、知識の醸成に努めている。

65

30

（説明）
担当課

子育て支援課 児童青少年課

66

B

子
育
て
支
援
課

研修等を通して、職員
間での男女平等に関す
る意識は高まっている。
会議等でも一人ひとり
の成長を見守りながら、
適切な保育ができるよ
う意見を出し合える環
境ができている。

数値の指標

研修、啓発を継続的に実施するとともに、その充実
に努め、一層の理解の深化を図る。保育所保育指
針に基づいて、男女共同参画社会の推進とともに、
子どもも、職員も、保護者も、一人一人の可能性を
伸ばし、自己実現を図っていくことが求められる。

子どもの年齢、性別、性格等の個人差をもって、「こ
うあるべき」という固定観念を持って、子どもや保護
者に接することの無いよう、保育士等が自ら意識を
高め、また、互いに確認し合う機会を引き続き設け
ていく必要がある。

生涯学習課
指導室

生活文化課

65

子
育
て
支
援
課

69
70

児
童
青
少
年
課

69

【教育及び保育等に携わる者への男女平等に関する啓発、研修の充実】
・児童館については、令和元年度より全児童館が指定管理者による運営
となったため、市が主催する全職員会は廃止した。指定管理者の取り組
みとして、職員間で、ＬＧＢＴの児童が来館した場合の注意事項について
確認を実施した。
・学童保育所については、新型コロナウイルス感染症拡大防止の観点か
ら、全職員会の実施方法について見直しを図り、全職員会での男女平等
に関する啓発は廃止した。それに伴い、学童保育所の職員向けにジェン
ダーに関するワークショップを実施した。

65

児童館職員間では、ＬＧ
ＢＴの児童来館時の対
応について確認するこ
とができた。学童保育
所職員については、ジェ
ンダーに関するワーク
ショップを実施し、子ど
も達のジェンダー形成
について理解を深め
た。

児
童
青
少
年
課

数値の指標

児童厚生全職員会出席率
（単位：％）

児童館全職員会出席率
（単位：％）

全職員会を廃止したことに伴い、ワークショップの参
加者など一部の職員だけでなく、参加できなかった
職員を含め全ての職員にどのように男女平等への
理解について深めていくかが課題である。

A

100

98

100

95.83

30

児童館については、引き続き指定管理者に男女平
等に関する意識啓発や研修の実施を求めていく。
学童保育所については、次年度もワークショップを
実施し、今年度未参加だった職員の参加を増やす
と共に、複数年かけて全職員の参加を目標とする。
また参加できなかった職員へ資料を配布するなど
周知に努め、男女平等への理解を深めていく。

7
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通番通し番号

取組状況 担当課評価 今後の課題 次年度の方向性・目標担
当
課

事業
番号

担
当
課

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 20 20 19 19 19

実績値 20 20 19 19 19

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

30

20

20

年間指導計画に基づい
て、適切に実施してい
る。

学習指導要領に基づき、男女共同参画社会について
の学習を更に継続して実施することが必要である。
「生きる力」「社会参画への意識」「働くことの意義」「グ
ローバルな社会で活躍する力」等、教師が「市民」を育
てるという視点から教育活動を捉え、児童・生徒の実
態に応じた指導を充実させる必要がある。

学習指導要領を踏まえながら男女共同参画意識、
社会参画意識等の視点をもつ教育活動の実施・見
直しを行う。

若年層を対象とした啓発活動を行えるよう、学校や
児童館などとも連携しながら事業を実施していく。
また、男女共同参画情報誌「ときめき」において、若
年層に男女共同参画について正しく理解してもらう
ための取り組みを引き続き検討していく。

30

・若年層を対象とした講座として、男女平等推進センターと自由学園多様性ゼミ
の共催で、「＜３回シリーズ＞『自分らしく』いきやすい社会へ」を開催した。「第１
回 中学生と考える『男らしさ』『女らしさ』、『ジェンダー』って？」「第２回　中学生
と考える『普通』って？」「第３回 『自分らしく』いきやすい社会へ」をテーマに開催
した。参加者には、「アンコンシャス・バイアス」や「固定的性別役割分担意識」な
どについて学び、自分らしく生きるとは何かを考えてもらう機会とした。
・南中学校２年生を対象に、出前講座「思春期だ！こころとからだの話　健康に
育つために知りたいこと」を実施した。助産師から思春期の心と体の変化、自分
を守るための情報等について話をしてもらった。
・男女平等推進センター主催で、ひきこもりなどの生きづらさを抱えた女性向け
の事業「つながるカフェ」を毎月１回開催した。安心できる居場所を提供すると共
に、男女共同参画について考えてもらう機会なども設けた。
・男女平等推進センターで作成したデートＤＶ防止リーフレット「これって当たり
前？」を市ＨＰに掲載しているほか、男女平等推進センター主催講座でも配布し
た。
・ＪＫビジネス・ＡＶ出演強要啓発、性暴力ＳＮＳ相談事業「Ｃure Ｔime（キュアタイ
ム）」など若年層に対する性犯罪・性暴力に関する啓発、相談窓口の周知などを
広報紙、市ＳＮＳ等で行うことで、自分の身は自分で守るという意識・手段を知っ
てもらった。
・男女共同参画についての正しい理解を持つ指導者の養成のため、市立保育園
の保育士及び市立小学校の学童職員向けにそれぞれ出前講座を実施し、市の
男女共同参画の取組や男女平等推進センター等について周知した。

68

A

生
活
文
化
課

中学生を対象とした男
女平等推進センター主
催講座や中学校への出
前講座など、様々な機
会を活用し、若年層を
対象とした啓発を行うこ
とができた。
また、男女共同参画に
ついての正しい理解を
持つ指導者の養成とい
う点では、市立保育園
の保育士及び学童職員
向けに出前講座を実施
できた。

若年層向けの講座を実施しても、なかなか対象者
の参加が見込めないため、学校等にアウトリーチす
るなどの手段が有効である。そのためには、関係各
課・関係機関と連携を図り、実施につなげる必要が
ある。

数値の指標

67 67
・全小学校において、男女混合名簿の作成・活用を実施している。
・児童・生徒の発達段階に応じて、中学校社会科、技術・家庭科（家庭分
野）、特別の教科 道徳、特別活動等において、男女共同参画社会や男
女相互の理解と協力の重要性について指導を行っている。
・市立全中学校がオンライン等を活用し、職場体験を実施した。
・女性教員に対して、管理職試験の受験を奨励しているとともに、男性教
員に対して、育児休業等の取得について周知した。

数値の指標

児童・生徒の実態に応じた、男女共
同参画社会に係る指導を実施

・青少年が人間形成に必要な資質を養うことを目的として、小学５年生か
ら高校２年生を対象に、「青少年教育事業（ジュニアクラブ）」を実施した。
この事業は毎年、田植え・稲刈りなど様々な活動を通して、参加者が性
別に関わらず色々な役割を担い、リーダーシップを身につけるものであ
る。
・生活に役立つ内容や趣味など暮らしを豊かにする講座を生涯学習セン
ターで開催した。
（１）スマホで！行政サービス体験会
（２）おとなが遊ぶアート講座
（３）みんなで避難所体験！防災サバイバル
（４）東久留米てくてくさんぽ
（５）いちばんやさしい！はじめてのスマホ講座
（６）おとなもこどもも♪三原色粘土でクリスマスケーキをつくろう
・登山や星空観察など自然と触れ合いながら、炊飯、洗濯、片付けなど
助け合いながら生活力を身につける体育協会委託事業として、小学５年
生から中学３年生を対象に、「わくわく冒険自然体験教室」を予定してい
た。令和４年度は新型コロナウイルス感染症感染拡大防止の観点により
事業を中止とした。

69
自然や実体験での集団行動や実習をとおして、小さ
い頃から活動の中で個々の能力を生かしながら互
いの理解を深め、協力することの重要性を学ぶ環
境づくりが必要である。一方で感染症の状況によ
り、遠征や宿泊が難しい状況が続いた。

C

生
涯
学
習
課

性別に関係なく生活力
を身につけリーダーシッ
プを育む機会を提供し
ている。感染症の状況
により実施を見合わせ
た事業がある。

数値の指標

感染症の状況が改善したため、事業の再開の見込
みがある。引き続き男女共同参画の意識を育むと
いう取組の方向性を意識しながら、体育協会、文化
協会といったNPO団体をはじめとする協力団体、ボ
ランティアと連携を取り事業の充実に取り組んでい
く。

30

生
涯
学
習
課

71

指
導
室

67
68
69
72
73

69

68

生
活
文
化
課

再59

指
導
室

Ａ
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１　実績報告　　取組の方向に沿った事業への取組状況の報告 ２　今後の課題 及び 次年度の方向性・目標

通番

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 ― ― ― ― ―

実績値 311 409 222 288 471

目標値 ― ― ― ― ―

実績値 30.3 31.8 未実施 32.3 30.5

目標値 ― ― ― ― ―

実績値 24 44 68 72 96

目標値 ― ― ― ― ―

実績値 ― ― 4 4 4

目標値

実績値

・男女平等推進センター事業に市民の意見を反映させるため、男女平等推進セン
ター運営協議会を年３回開催し、男女共同参画に関する学習とときめき編集委員と
の交流を兼ねた合同の研修会を開催した。
・男女平等推進センター主催講座を１０講座（のべ２１回）、出前講座を６講座開催し
た。主催講座１８１人、出前講座２７４人の参加があった。
・男女共同参画に関する図書資料については、市民に最新かつ専門的な情報を提
供できるよう、厳選しながら選書している。また、男女共同参画を身近なものとして捉
えてもらえるよう、コミックについても充実を図っている。
・男女共同参画情報誌「ときめき」を年２回、各３００部発行した。市ＨＰ上には最新号
だけでなく、平成２０年度分までのバックナンバーを掲載し、閲覧・ダウンロードできる
ようにした。また、ＨＰには字数制限がないため、インタビューなどロングバージョンの
記事を掲載した。新たな取組としては、ホームページ上にアンケートフォームを作成
し、読者が感想や意見を投稿できるようにした。
・市ＳＮＳにおいて、内閣府の「夏のリコチャレ２０２２」や東京都の「女子中高生向け
デジタルオフィスツアー」、男女平等推進センターの新着図書紹介など、新たな情報
提供を開始した。
・希望者には、男女平等推進センターからのメールマガジン（センター事業、起業、つ
ながるカフェの３種類）を発信し、講座等の参加者がその後も継続的に学習機会を得
られるよう、情報発信を行っている。
・職員一人ひとりが市民の先頭に立って男女共同参画社会を体現できるよう、庁内
職員向けニュースレターを年４回発行し、男女共同参画に関する情報提供を行った。

男女平等推進センターを「知ってい
る」と答えた人の割合（%）【参考値】

―

男女共同参画情報誌「とき
めき」の発行部数減をきっ
かけに、市ＨＰ上にバック
ナンバーを掲載したことや
男女共同参画に関する情
報提供方法について、一
定程度改善ができた。
また、男女平等推進セン
ター運営協議会委員ととき
めき編集委員との交流会
など、センター機能の充実
に向けて新たな取り組み
も行われた。

30数値の指標

70

―

―

職員向けニュースレターの発行

388

男女共同参画に関する情報収集及び提供の充実
を図るため、市ＨＰやアンケートフォーム等を活用
し、行政と市民の間で意見や情報のやり取りができ
る仕組みが必要である。

31.8

市ＨＰの改善やロゴフォーム機能を活用したアン
ケートの実施など、今後の情報提供のあり方につ
いての可能性を感じている。新機能の積極的な活
用により、行政と市民の間の情報のやり取りについ
て拡大していきたい。

（説明）
男女共同参画に関する情報の収集を図るほか、HPやメールマガジン、SNSの活用など、利
用者に届く情報機能の充実を図ります。

担当課
生活文化課

ＳＮＳ発信回数

生
活
文
化
課

34

通し番号 70

1 男女平等推進センターの機能強化
76　男女共同参画に関する情報収集及び提供の充実

【令和４年度事業】

目　標 Ⅵ 推進体制の整備・強化

事業

74　男女平等推進センター機能の充実
75　学習機会の提供の充実

施　策

取組の方向 1 情報発信の充実（ＳＮＳ等の活用、情報誌の充実）

担
当
課

次年度の方向性・目標今後の課題

A

生
活
文
化
課

―

通し番号

取組状況 担当課評価担
当
課

事業
番号

74
75
76

70

事業参加者数【参考値】
（Ｈ２９年度は３市連携を除く）

―

7
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１　実績報告　　取組の方向に沿った事業への取組状況の報告 ２　今後の課題 及び 次年度の方向性・目標

通番

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 ― ― ― ― ―

実績値 19 13 10 13 15

目標値 ― ― ― ― ―

実績値 2 4 2 4 6

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

―

5

次年度の方向性・目標今後の課題

12
生
活
文
化
課

71

担
当
課

事業
番号

通し番号

77

国、都、他の自治体や学校等関係機関及びNPO等市民活動団体との連携を推進します。

女性の起業支援の新たな連携先として加わったＴ
ОＫＹО創業ステーション ＴＡМＡとの共催事業実
施に向けて、検討を進める。
また、近隣４市の男女平等推進センター、男女共同
参画施策担当部署との連携を深めるため、各市を
訪問するとともに情報交換の場を設ける。

生
活
文
化
課

30

―

通し番号 71 【令和４年度事業】

目　標 Ⅵ 推進体制の整備・強化

事業

77　関係機関、各種団体との連携の推進及びネットワークづくりの促進

施　策 1 男女平等推進センターの機能強化

（説明）

他機関との連携強化取組の方向

担当課評価

担当課
生活文化課

2

・全国女性会館協議会が運営する「災害時における男女共同参画センターの相互支援ネットワーク」
に加入していることで、災害時において男女共同参画の視点に立った支援物資の要求や情報の提
供・共有・対応が可能となっている。
・市町村男女平等参画施策担当課長会、都内男女平等参画（女性）センター館長等会議、市町村男
女平等参画施策担当職員連絡会に、それぞれ課長、係長が出席し、他市との連携・情報交換等に
努めた。また、市町村男女平等参画施策担当職員連絡会では、近隣市（小平市・東村山市・清瀬
市・西東京市）との連携を深めるべく、職員連絡会以外でも年１回ブロックで会議を行っていくことを
取り決めた。
・近隣市、西武池袋線沿線の男女平等推進センターのコーディネーター同士が直接行き来しながら
情報交換を行ったり、お互いの講座等に参加者し合うなど、連携を密にしながら事業を実施してい
る。
・男女平等推進センターの出前講座を通して、大門中学校地区青少年健全育成協議会や南中学校
ＰＴＡ、市立保育園、学童保育所の指導員、市民活動団体等と連携することができた。特に南中学校
ＰＴＡとは、数年間かけて関係を構築してきた結果、学校での性教育の実施に結びつけることができ
た。
・東京都労働相談情報センターとの共催事業「多様な働き方セミナー『パートタイマーの日頃の疑問
に答えます！～法律から労働保険・社会保険、税金まで～』」、「７０歳まで働くために知っておきたい
高齢者雇用をめぐる法律知識」も共催で開催した。
・東京しごとセンター多摩、女性しごと応援テラス多摩ブランチと連携して、「女性のための再就職準
備セミナー＆個別相談会 心を整えて就活へふみ出そう！女性のためのマインドフルネス講座」を開
催した。
・東京ウィメンズプラザの出前講座を活用し、配偶者暴力対策庁内連絡会担当者及び窓口職員を対
象に配偶者暴力被害者支援のための基礎について学んでもらった。
・公益財団法人東京都中小企業振興公社が運営する「ＴОＫＹО創業ステーション ＴＡМＡ」を訪問
し、施設を見学するとともに共催事業の開催についても担当者から説明を受けた。

担
当
課

取組状況

【参考値】出前講座数

【参考値】連携事業の実施数
※H29は沿線3市連携事業を含む

これまで学校との直接的
な連携ができずにいたが、
今回南中学校と繋がるこ
とができたのは大きな進
歩である。また、令和４年
度、新たな連携先として
TOKYO創業ステーション
TAMAと協議を行い、令和
５年度事業の連携に向け
て合意できたことも男女平
等推進センター事業の充
実という面で大きな意味が
ある。

これまでに築いてきた関係機関・団体との連携を途
絶えさせることなく、さらなる強化を図っていく必要
がある。
また、新たな連携先がないか常にアンテナを張って
積極的に開拓していくことも必要である。

A

71

数値の指標
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１　実績報告　　取組の方向に沿った事業への取組状況の報告 ２　今後の課題 及び 次年度の方向性・目標

通番

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 3 2 2 2 2

実績値 3 4 3 2 2

目標値 25 25 25 25 25

実績値 25 27.3 16.7 77.8 37.5

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

あらゆる職層の職員に対し、男
女共同参画への理解促進に向け
た研修を実施することができた。
また、理事者に研修に参加しても
らったことで、市の男女共同参画
や女性活躍推進の取組の前進
が期待できる。理事者に研修生
が発表を通して現場の声を直接
伝えることは今までにない取り組
みであり、理事者からは本取組
の継続と職場環境改善に向けた
意見をいただくことができた。
さらに、「ときめき」の中で近隣市
との比較を示したことで、職員に
も市の男女共同参画の厳しい現
状を周知することができた。

・職員課との共催事業である管理職向け男女共同参画研修では、国立女性教育会
館理事長の萩原なつ子氏にご登壇いただき、市長、副市長、教育長も参加した。他
自治体の取り組み事例を交えながら、男女共同参画推進の必要性、女性活躍推進
等について講義していただいた。
・職員課との共催で課長補佐・係長職を対象に「女性活躍推進研修」を開催し、誰も
が働きやすい職場環境について、グループワークを通じて検討した。また、最終日に
は、市長・副市長に向け、検討内容についてのプレゼンテーションを実施した。
・職員課主催「新任職員フォロ－研修」において、男女共同参画、特定事業主行動計
画、女性活躍推進の意義等について、男女共同参画係長、男女平等推進センター
コーディネーターが約２時間講義した。
・男女共同参画情報誌「ときめき」６９号で近隣５市の男女共同参画の取り組みにつ
いて、特集を組んだ。市職員全員にメールで送付し、市の女性管理職、女性係長職
の割合等の現状を周知するとともに、職員一人ひとりに考えてもらう機会を提供し
た。
・男女共同参画情報誌「ときめき」６９号で市職員を対象にアンケートを実施し、男女
ともに「何を改善すれば昇格する人が増えると思うか」考えてもらう機会とした。
・研修を実施するにあたり、何度も職員課と打ち合わせや情報交換を行い、男女共
同参画に関して相互理解が図れた。
・職員一人ひとりが市民の先頭に立って男女共同参画社会を体現できるよう、庁内
職員向けニュースレターを年４回発行し、男女共同参画に関する情報提供を行った。

73
あらゆる職層の職員に対し研修を実施したり、アンケート
を通じて男女共同参画について考えてもらう機会を設け
るなどしたことにより、徐々に職員の意識は変化してきて
いると実感している。しかし、近隣市と比較しても決して東
久留米市の男女共同参画が推進しているとは言えないた
め、引き続き、職員に対する意識啓発を行っていく必要が
ある。

A

生
活
文
化
課

今後についても、理事者、管理職、課長補佐・係長
職、新任職員等、あらゆる職層の職員に対し継続し
て研修を実施していく。また、女性職員の中にも仕
事や自分の能力に関するにアンコンシャス・バイア
スがあると思われるため、女性職員の意識を変え
るような研修も必要と考える。

数値の指標 30

【令和４年度事業】

再21　特定事業主行動計画の推進とポジティブ・アクションの推進（再掲）

通し番号 72-74

79　男女の配置均等化の推進
再22　女性職員の能力活用に関する管理職研修の実施（再掲）

取組の方向

目　標 Ⅵ 推進体制の整備・強化

事業

78　男女共同参画への理解促進に向けた職員研修の充実

施　策 2 庁内推進体制の強化

1 男女共同参画視点を持った組織づくり
80　プロジェクトチーム等におけるポジティブ・アクションの推進

通し番号

取組状況 担当課評価 今後の課題

職員一人ひとりが市民の先頭に立って男女共同参画社会を体現できるよう、男女共同参画
への理解促進に向けた研修を実施します。また、男女双方の視点が十分に反映される組織
づくりを目指し、女性職員の登用を進めます。特定事業主行動計画を着実に実行するととも
に、長期的な視野で管理職への登用のほか、監督職への人材育成に注力します。

担当課
職員課 生活文化課 企画調整課

次年度の方向性・目標担
当
課

事業
番号

担
当
課

生
活
文
化
課

78
再
21
再
22

73

職
員
課

78
再
21
79
再
22

（説明）

72
・人事異動に際して、引き続き性差なく人員配置を行った。再任用職員も
含めた人員配置において、片性だけの人員配置の部署は２課である。
・「キャリアパス研修」（先輩係長よりこれまでの経験について話を聞き自
らのキャリアについて考える）に、女性の係長の事例を用いた。
・全職員（管理職必修）を対象とした「男女共同参画研修」を生活文化課
と共同で実施し、男女共同参画をめぐる社会の動向や現状と課題等に
ついて、講師　独立行政法人国立女性教育会館理事長の萩原なつ子氏
より講義していただいた。なお、研修には理事者も出席した。
・東京都市町村職員研修所で実施された「男女共同参画研修」に職員を
派遣した。
・子の出生に伴う扶養手当等の手続きをした男性職員に対し、育児休業
取得の勧奨を行った。
・ワーク・ライフ・バランス推進の観点も踏まえ、時差勤務を継続的に実
施し、新たにテレワークも導入した。
・産前産後休暇及び妊娠症状対応休暇の取得期間等を改善し、職場環
境を整備した。

72
両性が適正に人員配置されること、ワークライフバ
ランスの一層の推進が必要である。

男性職員の育児休業取得率 (%)
25

8.3

2

2
片性だけの人員配置の部署
（課）

今後も多様な職種、職場環境において適正な配置
ができるよう検討していく。
女性職員の登用に向け、男女共同参画研修や環
境整備を継続して行う。
男性職員の育児休業取得勧奨を継続して行う。

B

職
員
課

男女共同参画への理解
促進に向けた研修を実
施した。
時差勤務の継続、テレ
ワーク導入、出産に係
る休暇制度の改善等の
環境整備を行った。

30数値の指標

7
4



通番通し番号

取組状況 担当課評価 今後の課題 次年度の方向性・目標担
当
課

事業
番号

担
当
課

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

プロジェクトチームは市政における重要課題を解決する
ために立ち上げることが多く、その性質上、メンバー構成
はその課題に関係する管理職になることが多い。そのた
め、メンバーの男女構成割合自体を調整すること自体は
難しい状況もあるが、その場合においても、ジェンダー平
等の視点を持った議論となるよう配慮しているほか、検討
会議に参加いただくにあたり、課内の女性職員の意見等
も伺うなどの周知を行い、意識醸成をはかるなど、出来る
ところからポジティブ・アクションに努めている状況であ
る。
プロジェクトトチーム設置は経常的なものではないため、
事務局にあっては、メンバー男女構成に配慮するという
意識を常に持ち続けている必要があるが、その性質上数
値目標を設定することは難しいと考える。

市政における重要課題の解決には、男女双方の視点か
ら見て取り組むことが重要である。そのため、今後のプロ
ジェクトチームを立ち上げる際には、女性職員もメンバー
に登用できるよう、多様な職層・世代の職員をもって構成
するなどの取り組みを検討する。また、メンバー構成に管
理職を指定する場合にも、幅広く意見聴取を行う工夫とし
て、女性職員をはじめ多様な職層・世代の職員をオブ
ザーバーやプロジェクトチームの下部組織として配置す
ることなどを検討する。同様に、他課において新規プロ
ジェクトチームを立ち上げる際、相談があった場合は上
記のような視点からの助言を行っていく。
また、令和５年度に実施予定のSDGs研修等において、プ
ロジェクトチームの立ち上げや審議会等の設置を行う
際、またはミーティング等を行う際には、上記のような視
点をもっていただくよう周知を行っていく。

数値の指標

・職員向けのＳＤＧｓ研修において、ジェンダー平等はＳＤＧｓ１７の目標の１つで
あるだけでなく、全体の目標でもあることを周知した。本研修は当日参加出来な
かった職員にも意識醸成に向けて、研修動画のURLと資料を全課に共有した。
・審議会、協議会など設置する際に男女比率を考慮することはもちろんのこと、
課内や係内での会議においても、男女双方の意見が反映される環境整備を行う
など、日常から男女共同参画の視点を持って業務に取り組むよう、研修や調整
会議の場等において各課に周知した。
・行政委員会、審議会等、私的諮問機関の設置状況を新たにホームページで公
表するにあたり、構成委員の男女比、うち公募委員の男女比も可視化した。

74

B

企
画
調
整
課

職員向けのSDGs研修はじ
め会議や各課調整等の場
において、男女共同参画
への理解促進に向けた助
言等の取り組みを実施し
た。また、ホームページに
おいて、新たに審議会等
の設置状況を公表する
際、男性・女性の人数も項
目として公表し、現状を公
開できたため。

30

企
画
調
整
課

80

74
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１　実績報告　　取組の方向に沿った事業への取組状況の報告 ２　今後の課題 及び 次年度の方向性・目標

通番

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 未設定 30 30 30 30

実績値 0 25 20 20 20

目標値 ― ― ― ― ―

実績値 1 1 1 3 4

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

75

―

1

男女共同参画施策を総合的に調整する場である男
女共同参画推進協議会の男女比率の均等化は必
須であり、そのためには管理職への女性の登用を
促進することが必要である。

取組の方向 2

担当課
生活文化課

通し番号 75 【令和４年度事業】

目　標 Ⅵ 推進体制の整備・強化

事業

81　男女共同参画推進協議会の充実

施　策 2 庁内推進体制の強化

庁内推進協議会の充実

（説明）
施策の総合的、計画的実施にむけて、庁内推進協議会の総合調整力を強化するなど庁内
推進体制の充実を図ります。

通し番号

取組状況 担当課評価 今後の課題担
当
課

事業
番号

担
当
課

81

75

生
活
文
化
課

・市の男女共同参画推進に向けて、男女共同参画施策を総合的に調整
する男女共同参画推進協議会を設置している。推進協議会は副市長、
教育長及び部長級職員の充て職で運用されており、委員は男性のみで
占められてきたが、平成２９年の男女平等推進市民会議の答申を受け、
要綱を改正し女性の課長級職員を新たに委員に加えるポジティブアク
ションを行った。これにより男女平等推進協議会委員の令和４年度の男
女比率は４：１となった。
・男女共同参画推進協議会を４回開催し、次期男女平等推進プランの内
容に関することや事業進捗状況評価に関する市民会議からの答申につ
いて話し合いが行われた。

B

生
活
文
化
課

数値の指標 30

20

20
男女共同参画推進協議会委員
に占める女性の割合（％）

庁内推進協議会委員の
男女構成について、ポ
ジティブアクションを講じ
たことにより、令和元年
度には女性委員が２
５％に増加したが、令和
２年度から２０％に減少
してしまっている。
会議については、年１
回の開催が続いていた
が、今年度は年４回開
催することができた。

男女共同参画推進協議会開催
数

次年度の方向性・目標

充て職以外の委員については、引き続き一定数以
上の女性割合を確保するポジティブアクションを行
う。
会議を通して、市の男女共同参画施策や男女共同
参画の視点からみた庁内の課題等について、より
積極的な取り組みが図られるよう情報提供してい
く。

7
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１　実績報告　　取組の方向に沿った事業への取組状況の報告 ２　今後の課題 及び 次年度の方向性・目標

通番

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

・男女共同参画の視点に立った市政運営における総合調整に努めた。
・職員向けのＳＤＧｓ研修において、ジェンダー平等はＳＤＧｓ１７の目標
の１つであるだけでなく、全体の目標でもあることを周知した。本研修は
当日参加出来なかった職員にも意識醸成に向けて、研修動画のURLと
資料を全課に共有した。
・審議会、協議会など設置する際に男女比率を考慮することはもちろん
のこと、課内や係内での会議においても、男女双方の意見が反映される
環境整備を行うなど、日常から男女共同参画の視点を持って業務に取り
組むよう、研修や調整会議の場等において各課に周知した。
・行政委員会、審議会等、私的諮問機関の設置状況を新たにホーム
ページで公表するにあたり、構成委員の男女比、うち公募委員の男女比
も可視化した。

76
令和５年度には新たな総合戦略を策定するほか、
今後、第５次長期総合計画後期基本計画を策定し
ていくが、常に男女共同参画、ジェンダー平等の実
現に向けた視点をもって計画策定していく必要があ
る。

女性が参画する機会を確保することはバランスのとれた質の高
い行政サービスの実現にもつながることから、女性管理職が少
ない現時点においては、暫定的にクオータ制を導入するなどを
検討し、委員会等の女性比率を４割にしたい。
また、令和５年度中に予定している「東久留米市デジタル田園
都市国家構想総合戦略」の策定にあたっては、設置する推進
委員会委員の構成比率にも配慮していくほか、同じく令和５年
度に策定予定の「（仮）東久留米市ＳＤＧｓ推進方針」について
も、「東久留米市第４次男女平等推進プラン」との関係も踏ま
え、より一層男女共同参画を推進できるような取り組みを検討
していきたい。

B

企
画
調
整
課

職員向けのＳＤＧｓ研修
をはじめ、会議や各課
調整等の場において、
男女共同参画への理解
促進に向けた助言等の
取り組みを実施した。ま
た、市ＨＰにおいて、新
たに審議会等の設置状
況を公表する際、男性・
女性の人数も項目とし
て公表し、現状を公開
できたため。

30数値の指標

次年度の方向性・目標担
当
課

通し番号 76-68 【令和４年度事業】

目　標 Ⅵ 推進体制の整備・強化

事業

82　男女共同参画推進のための総合調整機能の強化
83　ジェンダー予算に関する調査研究

施　策 2 庁内推進体制の強化

取組の方向 3 庁内実施主体間の連携強化

77

財
政
課

83

生活文化課
（説明）

76

企
画
調
整
課

82

通し番号

取組状況担
当
課

事業
番号

各施策・事業をより実効性のあるものとするために、施策実施やその効果を検討できる横断
的組織の検討などにより、庁内実施主体間の連携を強化します。

担当課評価

担当課
企画調整課

今後の課題

財政課

各予算についてはジェンダー予算の確保がされて
いると考えており、今後も現状況を継続していく。
また、庁内でジェンダー予算についての意識を更に
高めていく。

77

A

財
政
課

予算編成時にジェン
ダー予算の視点を意識
して予算編成業務を行
うことができたため。

財政課においてジェンダー予算についての考え方を認識、共有し、一人
ひとりがそれぞれ意識した上で、予算編成時に各課との予算ヒアリング
に際して、ジェンダー予算の視点が欠如していないか、それぞれの事業
の性質を見極め、検討しながら予算編成業務を行った。具体的には、防
災防犯課の消防団施設管理事業において消防団第５分団詰所の大規
模改造工事にあたり、既存の男性専用の小便器を、工事後は男女両方
が使用できる大便器へ変更するよう調整するなど、課全体でジェンダー
予算を意識した上で業務に取り組んだ。 数値の指標 30

今年度の予算編成を踏まえて、各課の予算要求の
際にジェンダーの視点が定着していくような、動機
づけをヒアリング時に実施していく。

7
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通番

次年度の方向性・目標担
当
課

通し番号

取組状況担
当
課

事業
番号

担当課評価 今後の課題

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

78

生
活
文
化
課

82
83

令和５年度から第４次男女平等推進プランがスター
トするため、関係各課にヒアリングを行う機会を設
定し、新プランで各課が担当する事業の相互理解
や、市民会議からの答申内容についての詳細を直
接伝えることで、さらなる連携強化につなげていく。

生
活
文
化
課

・産業政策課、児童青少年課、子育て支援課等の各課と連携し、保育士・学
童学童保育所の指導員への出前講座、女性の再就職セミナー等を実施し
た。
・職員課との共催事業である管理職向け男女共同参画研修では、国立女性
教育会館理事長の萩原なつ子氏にご登壇いただき、市長、副市長、教育長
も参加した。他自治体の取組事例を交えながら、男女共同参画推進の必要
性、女性活躍推進等について講義していただき、理事者を含む管理職の意
識啓発を図った。
・職員課との共催で課長補佐・係長職を対象に「女性活躍推進研修」を開催
し、誰もが働きやすい職場環境について、グループワークを通じて検討し
た。また、最終日には、市長・副市長に向け、検討内容についてのプレゼン
テーションを実施した。
・職員課主催「新任職員フォロ－研修」において、男女共同参画、特定事業
主行動計画、女性活躍推進の意義等について、男女共同参画係長、男女
平等推進センターコーディネーターが約２時間講義した。
・職員向けの男女共同参画に関するニュースレターを年４回発行し、配偶者
暴力や若年層の性暴力被害防止、困難を抱える女性に対する相談窓口な
ど庁内で連携して対応するために必要な情報について共有した。
・配偶者暴力対策庁内連絡会を開催した際に、併せて「配偶者暴力被害者
支援研修」を実施したことで、ＤＶ被害者対応については横断的な取り組み
が必要であることをより理解してもらうことができた。

Ａ

理事者に研修に参加し
てもらうことにより、市の
男女共同参画や女性活
躍推進の取り組みの前
進が期待できる。また、
理事者に研修生が発表
を通して現場の声を直
接伝えることは今まで
にない取り組みであり、
理事者からは本取り組
みの継続と職場環境改
善に向けた意見をいた
だくことができた。

数値の指標 30

全庁的に連携を強化するには、普段から関係各課
間で共通の認識を持つ必要があり、研修やコミュニ
ケーションを取る機会は確保していく必要がある。

78

7
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１　実績報告　　取組の方向に沿った事業への取組状況の報告 ２　今後の課題 及び 次年度の方向性・目標

通番

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

30数値の指標

通し番号 79 【令和４年度事業】

目　標 Ⅵ 推進体制の整備・強化

事業

84　男女平等推進市民会議の充実

施　策 2 庁内推進体制の強化

取組の方向 4 市民参加による推進体制の充実

次年度の方向性・目標担
当
課

男女平等推進市民会議を設置し、施策をより実効性のあるものとするための評価方法の検
討とともに、毎年、関連する施策・事業の進捗状況の確認・課題の検討を行います。

担当課
生活文化課

担当課評価

（説明）

79

生
活
文
化
課

84

通し番号

取組状況

・男女平等推進市民会議に「第３次男女平等推進プランの令和３年度事
業進捗状況評価」、「次期男女平等推進プラン」の２点について諮問し
た。
・市民会議では、７回の会議及び３グループ各１回のワーキンググルー
プ会議を開催し、審議していただいた。令和４年１０月に「令和３年度事
業進捗状況評価について」の答申をいただき、結果を各課へフィードバッ
クした。また、令和５年１月には「次期男女平等推進プランについて」答
申をいただいた。
・市民会議と事業所管課との意見交換については、福祉総務課、介護福
祉課及び防災防犯課との間で行われた（介護福祉課については、書面
対応）。意見交換により、より実態に即した提言をいただくことができ、事
業所管課においてもプランへの理解を深める機会となった。
・評価の結果、特に良い取り組みをしたと評価された産業政策課、福祉
総務課、障害福祉課、介護福祉課、児童青少年課、指導室、生活文化
課が市民会議より表彰された。事業所管課にとってもモチベーションの
向上に繋がった。

今後の課題担
当
課

事業
番号

事業進捗状況調査において、担当課や担当者に
よっては男女共同参画について十分に理解してい
ないと思われることがあるため、より実態に即した
評価をしてもらうためにも、各事業がどのように男女
共同参画に関わっているのかを丁寧に説明していく
必要がある。

79

Ａ

生
活
文
化
課

市民会議と担当課との
意見交換や取り組みが
優れている課への表彰
は、各課の取り組みに
好影響を与えている。ま
た、令和４年度は、次期
男女平等推進プランに
ついても市民会議に諮
問したが、委員からの
様々な意見が反映され
たプランとなった。

令和５年度は３次プラン評価最後の年度であると同
時に、４次プラン最初の年度でもある。関係各課と
のヒアリングを実施し、市民会議からの答申内容を
直接伝えるとともに、新プランにおける各課が担当
する事業の相互理解を図っていく。

7
9



１　実績報告　　取組の方向に沿った事業への取組状況の報告 ２　今後の課題 及び 次年度の方向性・目標

通番

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 ― ― ― ― ―

実績値 19 13 10 13 15

目標値 ― ― ― ― ―

実績値 2 4 2 4 6

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

引き続き、関係機関・団体との連携の強化に努める
とともに、新たな関係機関・団体とも具体的な取り
組みが図れるよう働き掛けていく。

―

12

30

―

5

通し番号 80 【令和４年度事業】

目　標 Ⅵ 推進体制の整備・強化

事業

85　国、都、企業、学校、地域の団体との連携強化

施　策 3 関係機関・団体との連携強化

（説明）

85

取組の方向 国、都、企業、学校、地域の団体との連携強化

次年度の方向性・目標担
当
課

関係機関との連携強化を図り、情報収集、調査・研究、及び要請を行っていきます。
担当課

生活文化課

1

生
活
文
化
課

80

A

・全国女性会館協議会が運営する「災害時における男女共同参画センターの相互支援ネット
ワーク」に加入していることで、災害時において男女共同参画の視点に立った支援物資の要求
や情報の提供・共有・対応が可能となっている。
・市町村男女平等参画施策担当課長会、都内男女平等参画（女性）センター館長等会議、市
町村男女平等参画施策担当職員連絡会に、それぞれ課長、係長が出席し、他市との連携・情
報交換等に努めた。また、市町村男女平等参画施策担当職員連絡会では、近隣市（小平市・
東村山市・清瀬市・西東京市）との連携を深めるべく、職員連絡会以外でも年１回ブロックで会
議を行っていくことを取り決めた。
・近隣市、西武池袋線沿線の男女平等推進センターのコーディネーター同士が直接行き来しな
がら情報交換を行ったり、お互いの講座等に参加し合うなど、連携を密にしながら事業を実施
している。
・男女平等推進センターの出前講座を通して、大門中学校地区青少年健全育成協議会や南中
学校ＰＴＡ、市立保育園、学童保育所の指導員、市民活動団体等と連携することができた。特
に南中学校ＰＴＡとは、数年間かけて関係を構築してきた結果、学校での性教育の実施に結び
つけることができた。
・東京都労働相談情報センターとの共催事業「多様な働き方セミナー『パートタイマーの日頃の
疑問に答えます！～法律から労働保険・社会保険、税金まで～』」、「７０歳まで働くために知っ
ておきたい高齢者雇用をめぐる法律知識」を共催で開催した。
・東京しごとセンター多摩、女性しごと応援テラス多摩ブランチと連携して、「女性のための再就
職準備セミナー＆個別相談会 心を整えて就活へふみ出そう！女性のためのマインドフルネス
講座」を開催した。
・東京ウィメンズプラザの出前講座を活用し、配偶者暴力対策庁内連絡会担当者及び窓口職
員を対象に配偶者暴力被害者支援のための基礎について学んでもらった。
・公益財団法人東京都中小企業振興公社が運営する「ＴОＫＹО創業ステーション ＴＡМＡ」を
訪問し、施設を見学するとともに共催事業の開催についても担当者から説明を受けた。

数値の指標

生
活
文
化
課

【参考値】連携事業の実施数
※H29は沿線3市連携事業を含む

80

通し番号

取組状況 今後の課題担
当
課

事業
番号

担当課評価

これまでに築いてきた関係機関・団体との連携を途
絶えさせることなく、さらなる強化を図っていく必要
がある。
また、新たな連携先がないか常にアンテナを張って
積極的に開拓していくことも必要である。

東京都や近隣区市の男女
平等推進センター、専門
機関、学校、地域の団体
等、あらゆる関係機関との
連携を図ることができた。
また、新たな連携先とし
て、多摩地域の創業支援
施設である「ＴОＫＹО創
業ステーション ＴＡМＡ」を
開拓し、次年度の共催講
座について話を進めること
ができた。

【参考値】出前講座数

8
0



１　実績報告　　取組の方向に沿った事業への取組状況の報告 ２　今後の課題 及び 次年度の方向性・目標

通番

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

通し番号 81

次年度の方向性・目標担
当
課

評価方法を見直し、数値目標や重点課題を設定することで、プランを実効性のあるものとし
ていきます。

担当課
生活文化課

【令和４年度事業】

目　標 Ⅵ 推進体制の整備・強化

事業

86　進捗状況の年次報告の実施

施　策 4 男女平等推進プランの実効性の確保

取組の方向 1 確実なＰＤＣＡサイクルの実施

（説明）

81

今後の課題

事業進捗状況調査において、担当課や担当者に
よっては男女共同参画について十分に理解してい
ないと思われることがあるため、より実態に即した
評価をしてもらうためにも、各事業がどのように男女
共同参画に関わっているのか、それに対しどのよう
に評価していくのかを丁寧に説明していく必要があ
る。

令和５年度は３次プラン評価最後の年度であると同
時に、４次プラン最初の年度でもある。３次プランに
ついて、関係各課とのヒアリングを実施し、市民会
議からの答申内容を直接伝えていくとともに、４次
プランについては、評価方法を見直し、担当課、市
民会議相互にとってより実効性のあるものになるよ
う検討する。

通し番号

取組状況 担当課評価担
当
課

事業
番号

第３次プランの令和３年
度事業進捗状況評価に
おいて、市民会議から
の質問事項を担当課に
確認したり、担当課との
意見交換の場を設ける
などしたことで、実態に
即した適切な評価を行
うことができた。

生
活
文
化
課

81

生
活
文
化
課

86

・男女平等推進市民会議に「第３次男女平等推進プランの令和３年度事
業進捗状況評価について」を諮問した。
・３次プランの進捗状況評価方法については、平成２９年度に市民会議
から答申をいただいた。この答申に基づき、平成３０年度から新たな方法
で担当課の事業報告及び市民会議評価が進められた。
・進捗状況評価において、報告書を作成する作業はプランへの理解促進
につながる重要なものであるが、新たな評価方法により同一事業に取り
組む複数課の関連性が分かり易くなった。
・市民会議において、より実態に即した評価ができるようにするため、事
務局を通した質問のやり取りだけでなく、必要に応じて事業所管課との
間で意見交換ができる場を設けた。
・１２月に行っていた答申を、１０月に実施するようになったことで、市民
会議での講評・提言をより早く事業所管課にフィードバックすることができ
ている。

Ａ

数値の指標

　

30

8
1



１　実績報告　　取組の方向に沿った事業への取組状況の報告 ２　今後の課題 及び 次年度の方向性・目標

通番

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値 未設定 2 3 3 3

実績値 未設定 0 4 4 4

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

生活文化課では積極的にジェンダー統計を活用し
ているものの、庁内や市民については、まだジェン
ダー統計という言葉や活用方法が十分に周知され
ているとは言えないため、施策展開に活かしていけ
るようさらに働きかける必要がある。

男女共同参画やジェンダー平等等に関する
庁内への情報発信回数（男女共同参画
ニュースレター発行回数）

事業

87　プランの実効性の向上

今後の課題

生
活
文
化
課

数値の指標 30

庁内や市民に対し、ジェンダー統計の意味や活用
方法を知ってもらえるよう、広報紙や市ＳＮＳ、男女
共同参画情報誌などにより周知していく。
また、次年度以降についても、広報紙や男女共同
参画情報誌において、積極的にジェンダー統計を
活用していく。

通し番号 82

次年度の方向性・目標担
当
課

男女別統計（ジェンダー統計）を積極的に利用し、現状の把握と今後の施策展開に活かして
いきます。また、現状で不足している分野についての男女別統計（ジェンダー統計）の整備を
進めていきます。 担当課

生活文化課

【令和４年度事業】

目　標 Ⅵ 推進体制の整備・強化

施　策 4 男女平等推進プランの実効性の確保

取組の方向 2 男女別等統計の充実

（説明）

担当課評価担
当
課

事業
番号

通し番号

取組状況

82

生
活
文
化
課

87

・第４次男女平等推進プランを策定するにあたり、令和３年度に実施した「男女平
等・共同参画に関するアンケート調査」を活用するとともに、プランにもアンケート
結果を多数掲載した。
・毎年実施している「施策成果等アンケート調査」（市民アンケート）では、男女別
に調査を行っているため、、男女間の意識による違いや格差・差別の現状、その
要因や現状が生み出す影響を客観的に把握できる。プランを推進する際には、
アンケートの調査結果も参考にしながら事業を展開した。
・男女平等推進センターの展示や主催事業のチラシ、男女共同参画情報誌『とき
めき』において、積極的にジェンダー統計を活用し、市民に対し視覚的にも分か
り易い情報提供を心掛けている。
・男女共同参画情報誌「ときめき」６９号では、「近隣５市でくらべてみました ジェ
ンダー平等」を特集し、近隣市の女性参画割合をグラフを用いて分かりやすく市
民に伝えることができた。
・男女平等推進センターで実施する講座においては、毎回、アンケートを取り、男
女別の意識の違い等を継続的に集計している。
・男女平等推進プランの進捗状況評価に際して、可能な限り数値目標設定をす
るよう担当課に依頼した。

第４次男女平等推進プ
ランにおいても、令和３
年度に実施した市民向
けアンケートを積極的
に活用できた。
また、男女共同参画情
報誌「ときめき」６９号で
も、ジェンダー統計を用
いて市の男女共同参画
の現状を視覚的に伝え
ることができた。

82

Ａ

未設定

未設定

8
2



１　実績報告　　取組の方向に沿った事業への取組状況の報告 ２　今後の課題 及び 次年度の方向性・目標

通番

評価

評価理由

29 1 2 3 4

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

目標値

実績値

3

通し番号 83 【令和４年度事業】

目　標 Ⅵ 推進体制の整備・強化

事業

88　男女共同参画推進条例（仮称）の研究

施　策 4 男女平等推進プランの実効性の確保

取組の方向 男女共同参画推進条例（仮称）の研究

次年度の方向性・目標担
当
課

男女共同参画社会の形成を目指し、プランに掲げる施策を着実に推進していくための指針と
するため、男女共同参画推進条例（仮称）について研究を行います。

（説明）

担当課評価 今後の課題

担当課
生活文化課

他市の条例制定状況等について研究を行ってきた
が、国、東京都、他自治体の動向を注視しつつ、男
女共同参画社会の形成を目指し、条例の制定だけ
ではなく、先進的な取り組みも研究していく必要が
ある。

次年度から第４次男女平等推進プランが始まるた
め、４次プランの事業内容を踏まえ、取り組みを進
める。

条例について、他市の
設置状況や内容の研究
を行い、理事者及び企
画経営室と情報共有を
図り、確認したため。

・第４次男女平等推進プランを策定するにあたり、他市の男女共同参画
推進条例の設置状況や内容について、課長自ら研究を行った。また、そ
の内容等について、理事者及び企画経営室と情報共有を図り、確認し
た。

83

Ｃ

生
活
文
化
課

数値の指標

83

生
活
文
化
課

88

通し番号

取組状況担
当
課

事業
番号

30

8
3


